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JALグループ『CSR報告書2008』は、

JALグループの安全や環境問題に対する姿勢、

サービス向上へ向けた考え方、社員に対する取り組みなどを

できるだけわかりやすく報告しているものです。

2007年版までの報告書とは違い、

それぞれのテーマごとに、読み物としてのhighlight（ハイライト）ページと

それに付随する報告内容をまとめたDATA（データ）ページにより構成しました。

また誌面に掲載していない詳細情報や関連情報などは、JALホームページに掲載しています。

詳しくはwww.jal.com/ja/csrをご覧ください。



JALをお客さまから信頼される企業へと
変えていく取り組みが全社で進んでいます

代表取締役社長
JALグループCEO
CSR委員会委員長

message from the president & CEO
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「引き続き、安全の先にある安心をお客さまにご提供するため
いっそうの努力を続けてまいります」
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安全・安心をご提供するために

　JALグループは2005年3月、国土交通大臣
から安全確保に関する事業改善命令を受
けました。その後、グループを挙げて安全
対策の強化や企業風土の改革に取り組み、
安全意識を醸成する環境を整備してきま
した。

　「ヒューマンエラーの非懲戒化」もその
ひとつです。十分注意していたにもかかわ
らず避けられなかったと判断されるヒュー
マンエラーについては、原因究明と再発防
止を優先するために懲戒の対象としないと
いう方針を定めました。また、各職場間・
職種間の連携を強化し、風通しや連絡・報
告体制などを着実に改善してきました。そ
の結果、会社と社員の間の信頼が深まり、
トラブルやエラーの報告の質がかつてより
向上しており、安全に対する社員の意識は
相当に改善されてきたと私自身、実感して
おりました。

　そんな折、2007年度末に新千歳空港、小
松空港で相次いで、管制指示違反などのト
ラブルが発生しました。グループ全体の体
制整備や意識改革が進むなかで起きたトラ
ブルだけに、ヒューマンエラーに対する取
り組みは、いかに万全を図ろうともこれで
十分ということはなく、常日ごろから安全
に対する緊張感を持ち続けていく必要があ

るとあらためて認識させられました。
　航空輸送事業は、運航乗務職に限らず、
客室乗務職、整備職あるいはそのほかの職
種領域についても、人財に頼る比率の高い
事業です。安全運航の堅持には、社員一人
ひとりの安全に対する意識、仕事に対する
誇りや充実感が極めて重要であると考えて
います。社員がいきいきと主動的に仕事に
取り組むことで、安全性の向上へとつなが
り、定時性、お客さま満足についても改善
できると信じています。最近は、社外の方
から「JALの社員が良くなった」と私に応
援のお言葉をかけていただくことも増えま
した。今後も引き続き、安全の先にある安
心をお客さまにご提供するため、いっそう
の努力を続けていく所存です。

　私は常々、企業のトップが行うべき重要
な仕事はふたつあると思っています。ひ
とつは経営戦略をきちんと立案すること
です。今後その企業が生きる道、事業の方
向性をはっきりと見据えて、目標達成のた
めにストラテジーを築くことは、トップの
もっとも重要な役割です。
　そしてもうひとつは、その経営戦略を絵に
描いた餅にしてしまわないために、現場の社
員に浸透させ、社員が目標を達成するために
必要な環境整備を行っていくことです。

　企業とは、現場の総和であると私は考え
ます。日ごろから現場力強化を唱える川北
秀人氏（38ページ参照）も「現場の人々が
アクティブな企業は、CSR、クオリティー
コントロール、コストダウンといったいく
つもの課題を同時に叶えていける」とおっ
しゃっています。
　私たちJALグループの目指すところも、
まさにこれなのです。現場の社員が問題
に気づき、主動的に問題を解決していけ
ればこそ、安全、品質管理、お客さま満足、
CSR、あらゆる面から企業力の強化ができ
ると考えています。経営は現場の社員が
アクティブに動ける環境をサポートする
ため、タイムリーな意思決定を行っていく
べきなのです。

　つまり、現場力強化はトップダウンだけ
で行われるものではありません。現在、社
員の発案と主動により、JALの未来像を追
求する「あしたのJAL」という取り組み
が進められています。2007年末、グループ
社員を対象に“なりたいJAL”、“働きたい
JAL”を問いかけたところ、11,596通もの
提案や声が集まりました。この数の多さに
はたいへん驚かされました。社員みずから
がJALをお客さまからもっと信頼される企
業に変えていこうというこの取り組みは、
すばらしいことであり、私はじめ経営陣も
こうした取り組みを全面的にサポートして
いきたいと思っております。

人財力・現場力の強化



message from the president & CEO

「地球環境への取り組みは、経営の付随的な課題ではなく
中心課題ととらえるべきでしょう」
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地球環境を経営の中心課題に

　世界全体の二酸化炭素（CO2）排出量の
うち、約2%を航空業界が排出しています。
航空業界に携わる私たちは、この比率を大
きいととらえ、CO2の排出が少ない事業に
携わる方とは、自ずと異なった認識を持た
なければなりません。世の中の環境への注
目度にかかわらず、地球環境への取り組み
は経営の付随的な課題とせず、それ自体を
中心課題だととらえるべきでしょう。
　CO2排出量が多いということは一方で、
削減に取り組んだ場合のインパクトも大き
いということです。私たちは、輸送量あた
りのCO2排出量を2010年度までの20年間で
20%削減するという目標を2002年に設定・
公表し、2007年度までに16%を削減してい
ます。また、総排出量は至近の3年間で約
200万トン削減しています。引き続き、燃
費改善や省エネについての日常的な施策を
積み上げて排出量削減に向けて努力してい
きますが、一方では、航空産業のもっとファ
ンダメンタルなところで環境負荷を削減す
る取り組みも必要であると思っています。
　ひとつは航空機のハード面の問題です。現
在、IATA（国際航空運送協会）を中心に航
空機メーカー、エンジンメーカーそして航空
会社が集まって、機体の軽量化やバイオ燃
料などを視野に入れた、航空機の環境技術
開発を進める取り組みを始めております。
　そしてもうひとつ検討を進めているのが、
航空機のダウンサイジングといいますか、
搭乗者数に応じた機種の選択を行い、搭乗
率の向上を図る取り組みです。JALグルー
プの搭乗率は現在国内線で約 65%、国際線
で約 70%です。搭乗率が上がりますと、機
内のゆとりに影響がありますから、お客さ
まにもご理解いただく必要がありますが、
このような取り組みによる CO2 削減へのイ
ンパクトは大きなものが期待できます。

　一方、JALグループはこれまでも、航
空機による大気観測、森林火災発見報告

による地球温暖化スタディーへの協力な
ど、航空業界でも例のない取り組みを行っ
てまいりましたが、2008 年度、事業活動
における環境保全活動のいっそうの推進
を目指し、代表取締役専務を担当役員に
つけ、社長みずからが委員長となり地球
環境委員会を設置しました。2008 年 4 月
に発表した「空のエコ」宣言は、環境へ
の取り組み強化をみずから宣言したもの
で、シンボルとなる緑の尾翼の飛行機を
全社員で共有して、具体的な環境活動を
加速、実践してまいります。

　私たちは、公正・透明な競争のもと、企
業市民として社会的にも経済的にも信頼さ
れる企業活動を行うことをグループ社員全
員が決意して「社会への約束」（JALグルー
プ行動規範）を定めました。しかしながら、
国際航空貨物にかかわる価格カルテル容疑
にて各国独禁当局による調査を受け、2008
年4月にアメリカ合衆国司法省との罰金支
払いの司法取引に合意し、またEU当局の
制裁金認定に備え引当金を計上することと
しました。このような結果を招いたことは
誠に遺憾であり、お客さまをはじめ、広く
社会に深くお詫び申し上げます。
　コンプライアンスは、単に法令を守ること
にとどまらず、社内規則、社会常識を守ると
ともに、社会からの要請に応えていくことと
とらえています。今回の事象を重く受けとめ、
独占禁止法を含む関連諸法規の遵守はあた
りまえのこととして、コンプライアンスを再
徹底していくことを約束します。

　日本は島国ですから、国民の皆さまが一
歩国外に出ようとすると航空機をご利用い
ただくのが便利です。経済のグローバル化

が進む昨今では、経済活動の一端を担う交
通機関として、あるいは、生活の足として、
航空会社は大きな社会的使命を負っており
ます。このような社会的使命は、JALグルー
プにとって非常にありがたいものであると
認識しています。JALグループが安全・安
心を徹底し、定時性を守り、快適な空の旅
をご提供することが、社会の円滑な発展に
貢献し、企業の社会的責任を果たすことに
そのままつながるからです。そして、それ
こそがJALグループの社会的な存在意義で
あり、社員のやりがいにも直結しているの
です。

　近年のアジア経済圏の発展により、2007
年の韓国からの来航者が260万人に増え、
初めて日本から韓国への渡航者220万人を
超えました。台湾からの来航者も130万人
と、2003年以降日本からの渡航者数を上ま
わっています。今後、中国もビザの発行条
件が緩和されますと、来航者が急激に増加
することが予想されます。
　これまでは、先に経済発展を遂げた日本
が海外に渡る機会が増えてきましたが、現
在では海外からの来航者を迎える立場にな
りつつあります。これは日本の国際化の中
身が少しずつ変化してきたことを意味して
います。民間レベルでの円滑な国際交流が、
国家間の平和の礎となることは論を俟たな
いと思いますが、JALグループの航空輸送
サービスもよりいっそうの国際化を進め、
海外のお客さまをお迎えする体制づくりを
いっそう推進していく必要があるでしょう。

　企業というものは、常に社会から必要と
され、社会的正義を貫いていなければ存続
してはいけません。JALグループは、安心
とこだわりの品質で、世界を結ぶ日本の翼
として、みずから提供する品質に誇りと自
信を持ち、日本のお客さまのみならず、ア
ジアや世界のお客さまの信頼と期待に応え
ていく企業となれるよう、よりいっそうの
努力を続けてまいります。

社会から必要とされ続ける企業へ

コンプライアンスの再徹底



highlight 01 ジャーナリストの視点

新たなる安全のDNAの創造に向けて
JALグループはいま、正念場のまっただなかにある。
2005年以降、相次いだ整備ミスや運航トラブル。
安全は、みずからの事業の生命線であるはずなのに、
その構造を立て直すのは容易ではない。
安全運航への揺るぎない取り組みを構築できるかどうか。
正念場は「性根場」ともいい、みずからの性根が試される。 産業ジャーナリスト　船木 春仁
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JAL航空機整備東京
運航点検整備部

薬師寺成吾

500時間ごと、およそ1カ月ごとの航空
機整備を担当しています。約20人のス
タッフが半日をかけて、約100項目の検
査、修理を行います。私たちの点検の良
し悪しが運航前点検を楽にし、定時出発
率の向上にもつながります。整備では、
技術レベルをたゆまなく維持するため
の人財育成が大きな課題で、そのために
も、あれはやったか、これはやったかと
いう確認会話が、現場では重要です。

　520人の命が失われた1985年8月の日本航
空123便墜落事故。しかし事故の教訓は、次
第に希薄になっていた。それを露呈したの
が2005年頃から連続した整備ミスや運航ト
ラブルだ。同年3月には国土交通省から航
空法に基づく「事業改善命令」を受けた。
　安全とは、安全な状態があるのではな
く、安全な状態をつくり出そうとする努力
の結果にすぎない。ひと振りすれば安全状
態になるような“安全の素”など存在しな
い。技術の発達で航空機そのものに起因す
る事故が減り、事故原因の7割がヒューマン
エラー※1、つまり人そのものや組織に起因
するようになってきた。それだけ人の手に
よって安全をつくり出そうとする努力の重
みが増している。
　「事業改善命令は、ほんとうにショック
だった」。ボーイング747 -400型機の現役
機長として飛びながら、運航安全企画部の

highlight 01 ジャーナリストの視点

ヒューマンファクター チームリーダーと
して安全対策の立案にもあたっている森井
環は振り返る。
　安全推進本部 安全企画グループ長の山口
俊治も、「事業改善命令の後にもトラブル
が続き、ライバル社に負けないような対応
をしているのに、なぜ自分たちだけは抜け
てしまうんだ、と自責の念にとらわれてい
た」と語る。
　転機となったのは2005年8月にノンフィ
クション作家の柳田邦男氏を座長に組織さ
れた安全アドバイザリーグループが、12月
に発表した『提言書』だ。ここから日本航
空は安全運航の再構築にゼロから挑み始め
た。以来、約2年半。日本航空の安全は、確
かに変わり始めてきた。

日本航空
運航安全企画部
ヒューマンファクター
チームリーダー

森井 環

勤務の3分の1は機長としてのフライト
で、3分の2は安全担当者としてデスク
ワークです。LOSAの定着に取り組んで
いますが、実際の操縦の現場を知る機長
が安全企画に取り組むのは海外にもあ
まり例がなく、現場と安全企画が遊離せ
ずに高い効果を発揮することを期待さ
れていると思います。

※1 ヒューマンエラー：人と人、人とハードウェア・ソフトウェア、人と組織など、
人が存在するさまざまな関係性のなかから生じるエラー
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世間の目を知る、世間と向きあう、世間に約束する

　『提言書』は、縦割りになっている組織間
の壁が厚いことによる情報交流・共有の少
なさと、それを打破できないでいる安全組織
の脆弱さを厳しく指摘した。一人ひとりの社
員の努力が全体の成果として結実しない組
織構造。それが、安全を脅かす日本航空の最
大のヒューマンエラーだとも指摘している。
　提言以後も、いくつかのトラブルが明らか
になったが、そうしたなかでも大きく変わっ
たのが、安全を統括する部門が“強権”に
なったことだ。社長直属の安全推進本部が
設置され、その本部長には代表権を持ち、現
場を知るパイロット出身の専務が就任した。
　航空会社にとり安全は、最大の企業価値
である。実際、「安全憲章」の冒頭にも「安
全運航はJALグループの存立基盤であり、
社会的責務です」と書いてある。にもかか
わらず安全対策のトップが代表権を持ち、
経営と安全を深くリンクさせる組織体制に
したのは、初めてのことだった。
　その体制を背景に、改革はまず「自分た

ちを見る社会の目を知る」ことから始まっ
た。そもそも安全アドバイザリーグループ
の設置自体が、その端緒だった。そして、
2006年4月に開設された「安全啓発セン
ター」は、日本航空がみずから決断した社
会との接点だ。
　安全啓発センターは、日本航空123便墜落
事故の残存機体や亡くなった乗客のメモ書
きなどを展示し、一般にも開放している。航
空機事故の展示館としては世界初だ。安全
啓発センターは、安全に対する日本航空の

“約束の地”だ。2年間で4万人という見学
者があり、鉄道会社や電力会社など公共的
な事業にかかわる見学者が多いという事実
は、事故から23年を経てもなお世の中が123
便事故から何かを学び取りたいという思い
が強く、それはなお、日本航空には他者とは
違う目が注がれていることを物語っている。
　そのことを日本航空も十分に理解してい
る。だからこそ、ここ3年間、外部の評価に積
極的にみずからをさらしている。LOSA（Line 
Operation Safety Audit）※2への取り組みも、
そのひとつだ。2007年4月から世界最大規模
のモニターが実施され、その分析結果が2008
年春に届いた。険しく狭い地形や、それ故の
天候急変など「環境スレット（危険因子）」
の多い日本の運航環境のなかで、それを上手
にマネジメントしていると分析された。
　しかし、操縦室内では優れたチームとそう
でないチームの技量のかい離が大きいこと、
機長がすべてをマネジメントしようとするあ
まりに副操縦士が意見をいいづらく、それが
エラーを誘引する体質があることなどが指摘
された。LOSAを担当する森井は、「LOSAモ
ニターを受けた航空会社は世界で36社ありま
すが、日本航空のエラー発生率は全社平均よ
りも少ない。でも弱いところは弱い。スレット
への対応をいかに強化していくかだ」と語る。
　成田空港では、機材整備の遅れで出発が
遅れる場合は、整備担当者が乗客に状況を説
明するようにした。空港担当者に任せきりに
せず、みずからも向きあうことで利用者の思

いを知ろうとする努力だ。
　安全推進本部長が、マスコミ関係者と定
例の記者会見を持つようになったのも大き
な変化だ。航空機や運航システムが複雑化
するなかで記者たちに専門性を高めてもら
うねらいもあるのだろうが、それは外部の
意見に耳を傾け、努力を中断しないための
しくみづくりでもある。
※2  LOSA：アメリカ合衆国テキサス大学が開発したコックピット内の日常の安

全モニタープログラム。認定された調査員が操縦室に入り、出発から到着ま
でのすべての過程をモニターして運航に潜む危険要素やヒューマンエラーを
記録する。その記録に基づいて航空会社として抱えているリスクや問題点
を分析する。日本航空は2007年4月から3カ月間をかけ、国内線・国際線で
475便という世界最大規模のモニター調査を実施した

JALグランドサービス
東京支社
ランプサービス部

梅本茉梨子

地上での飛行機の誘導や、コンテナ類
の上げ下ろしなどを担当するのがグラ
ンドサービスです。作業中は、特殊な車
両を飛行機に密着させますが、コンテナ
類の上げ下ろしに応じて飛行機が沈み
込んだり、浮き上がったりし、作業車両
が飛行機を傷つけてしまう可能性があ
ります。細心の注意を払いながらの作
業が続きます。

JALグランドサポート羽田
出発貨物グループ

若林誉子

航空機に積み込まれる貨物の安全確
認や計量作業を担当しています。航
空機の安全運航には、機材の重心の位
置がたいへん重要な要素となりますの
で、私たちは常に搭載する貨物や器材
（ULD）の正確な計量を実施し、搭載計
画部門に重量情報を伝達しています。
私たちの宝物は、羽田ならば10トンク
ラスから体重計サイズまである10台の
計量器です。始業前に必ず責任者が
すべての計量器の点検を実施し、正確
な計量作業を実施しています。
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「ネガティブな情報だから報告する」という安全文化の醸成

　現在進められている中期経営計画では約
600億円の安全関連投資を行うという。そ
れらの投資は、ITシステムなど「社内情報
のオープンな共有と活用」を促すための基
盤づくりに多く投入されている。
　例えば「安全情報データベースの充実」。
2006年に事故やトラブルの傾向分析と情
報共有を目的に全部門からの安全情報を
データベース化し、各部門の安全推進部門
にフィードバックしている。これにさらに
安全監査の結果や社外の安全情報も盛り込
み、精度の高い分析や対策の立案につなげ
たいとしている。
　「飛行データ解析プログラム」は、すべて
の飛行について1,000項目のデータを収集し
て解析し、措置前と措置後の変化も追跡す
るシステムだ。さらに、「安全情報の分析
強化」では、機長などからの安全報告と飛
行データの解析を組みあわせ、ある種の言
葉（キーワード）から不安全な要素を見つ
け出すシステム※3を開発中だ。
　システムづくりも重要だ。だが興味深
かったのは、社員が臆することなく不安全

情報を報告し、共有できる社風づくりへの
取り組みだった。例えば、ヒューマンエラー
の「非懲戒主義」。十分注意していたにも
かかわらず避けられなかったと判断され
るヒューマンエラーについては、懲戒の対
象としない制度を日本で初めて導入した。
義務報告の情報の精度を上げ、自発的な報
告件数を増やそうとする試みだ。さらに
ヒューマンエラーの発見・報告・改善事例
には表彰制度も導入した。
　整備の現場でエラーが起きたときに潜在
的な要因を突きとめる「MEDA（Maintenance 
Error Decision Aid=ミーダ）」と呼ばれる手
法の導入も本格化している。専門的なイン
タビュー手法を駆使して担当者に話を聞く
もので、インタビュアーがエラーをした整備
士とは関係のない第三者であるのがポイン
トだ。
　客室乗務員向けにつくられている小冊子

『月刊CA・Navi』には、客室乗務員が現場
で感じた疑問や改善策を報告する「CSRS」
から抽出された重要参考・対処事例が紹介
されている。CSRS制度は2006年から始まっ

highlight 01 ジャーナリストの視点

たが、報告者名は公表されないので、自分
が犯したエラーの報告も多い。客室乗務員
を対象に安全対策を管理している稗方美玲
は、「大事なことは、誰かが犯したエラーは
自分も犯す可能性があることを理解し、そ
の経験を共有すること」と語る。
　1986年にスペースシャトル「チャレン
ジャー」が打ち上げ直後に爆発して7人の
搭乗員全員が死亡した事故の調査は、世界
の安全問題の専門家の度肝を抜いた。調査
委員会は、どのような原因であれ関係者を
訴追しないことを表明する一方、飛行士の
家族関係にまで踏み込むほどの徹底した
調査を行った。「担当者に責任をとらせる」
よりも、「二度と事故を起こさないための
原因究明」を優先したのである。そしてこ
れが新たな安全文化をつくった。いまの日
本航空はそれと似ている。だが、新たな安
全文化となるのかどうかを判断するにはま
だ時間が必要だ。

日本航空
オペレーションコントロールセンター
運航管理室
国内第2グループ

戸田義人

オペレーションコントロールセンター
は、国内線、国際線あわせて1日約850便
の飛行計画を作成し、出発から到着まで
飛行監視を実施しています。空港の地
形や気象変化の特徴を熟知し、出発を遅
らせたほうが目的地へ安全に着けるの
であれば、スケジュール管理部門と調整
して遅延措置を行います。意見が分か
れたときは、より安全性の高い案を採用
します。

日本航空
客室安全推進部

稗方美玲

飛行機は閉ざされた逃げ場のない空間
であり、そのなかで女性を中心とする客
室乗務員はサービスと保安の両方を実
践します。そこで起きる問題、疑問など
はまさに現場のために役立つ情報であ
り、安全の実現に直結するものとして共
有化を推し進めています。

※3 キーワードによる不安全要素の見つけ出し：機長や客室乗務員、整備担当者な
どからの報告書の背景に隠れている不安全要素を、報告書に書かれている文言
をキーに探る分析ツール。例えばエンジンに鳥が吸い込まれる「Bird Strike」を
キーワードに関連する文書を探り、空港別発生度や時間などの傾向をまとめ対
策を立案する
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あらゆる部門で、みずからの立場で安全への取り組みが始まった

　最後に乗客本人のことも書いておかなけ
ればならない。安全の立場では、「お客さ
まは神さま」でも何でもない。乗客もまた、
安全のための共同作業者である。旅客輸送
事業とは、共同作業者の協力を得て安全を
確保しながら共同作業者に快適さを提供す
る事業だ。
　搭乗時間に間にあわずに出発を遅らせた
り、機内で携帯電話を使ったり、離着陸時に
イスを倒したままにする乗客は、その行為
がどのようなヒューマンエラーを誘引する
かを理解せず、不安全の種をまき散らしてい
る。そういう乗客は例えば、次のような苦労
があることに思いをはせるべきだ。
　航空機では、安全確保のために自立歩行
ができない人の搭乗人数や座席位置が厳し
く制限されている。電話やインターネット
での予約が増え、乗客が空港に来て初めて
ケアを必要とすることがわかるケースが増

えている。コールセンターの責任者を務め
る田中弘美は、「予約時の年齢や、お客さま
の『実は』といった一言を聞き逃さないで
介助が必要かをお聞きし、的確に空港担当
者につなぐことで現場での混乱を減らし、
スムーズな接客が安全運航につながるよう
にしたい」と語る。一見、安全運航とは関
係なさそうに見える現場でも、安全への模
索が続いている。
　日本航空が社員向けに安全への取り組み
を紹介している小冊子『安全ハンドブック』
に、「安全憲章」は出てこない。喜ばしい
ことだと思った。憲章は大事だが、それを
お題目にしないためにも、それぞれの取り
組みを知り、一人ひとりが考え、実践する具
体性こそが安全の構築につながるからだ。
基本となる行動を繰り返して生まれた自身
の言葉こそが「真の憲章」であり、それが
安全DNAになるのである。[文中敬称略 ]

JALナビア
東京予約センター
国内線予約

田中弘美

赤ちゃんが多く乗られる時期は緊張しま
す。席数と酸素マスクの数があわなく
なったりするからです。お乗りになるお
客さまの真の状態を運航部門や空港に
伝え、的確な対応をしていただくことが、
結果的に混乱を減らし、安全運航につな
がります。

JALスカイ東京
第3旅客部

石山智子

空港でお体の不自由なお客さまのため
のスマイルサポートカウンターなどを担
当しています。お客さまがお手伝いを
必要とされるレベルを確認するのに気
を遣います。「なぜ、あなたにそこまで説
明しなければならないの」とお叱りを受
けることもありますが、お客さまに何が
あっても困らないように、こころ配りと
万全の準備をするのが安全の確保にも
つながると考え、ご説明しています。

1956年、北海道生まれ。
新聞社勤務を経て産業ジャーナリスト。
各社のCSR報告書を含め、各種の媒体に
ものづくりの現場レポートなどを発表して
いる。また安全問題に関する論文誌の編
集にもかかわってきた。

「JALグループの安全への取り組
み」についてのhighlight 01は、よ
り客観的な視点からJALのいまの
姿を報告する必要があると考え、
安全問題に詳しいジャーナリスト
にレポートを依頼しました。

船
ふな

木
き

春
はる

仁
ひと
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安全は私たちの事業の基盤そのものです。
お客さまに“安心”をご提供し“信頼”し
ていただくため、さまざまな施策により航
空輸送の品質を向上させ、たゆむことなく
安全を追求しています。

2008年2月、JALグループは「2007─2010年
度JALグループ再生中期プラン」の施策継
続を基本としつつ、さらなる拡充・深化を
図るための「2008─2010年度JALグループ
再生中期プラン」を策定しました。
安全運航の堅持に向け、施策の2本の柱で
ある「安全管理体制の推進」と「ヒューマ
ンへの取り組み」に引き続き取り組み、安
全に関するPDCA※1が機能している状態を
確保します。加えて危機管理機能を強化し、
航空保安を堅持していきます。

安全管理体制の推進
1安全情報の収集強化
2006年度に運用を開始した安全情報デー
タベース※2をより強化し、これまで未反映
だった「安全監査※3データ」や「社外安全
情報」などを取り込んで、精度の高い傾向
分析、対策の立案を行います。

2安全情報の分析強化
2007年度にトライアルを開始したテキスト
マイニング※4をベースとした新分析技術を
さらに活用し、運航のさまざまな場面にお
けるトラブル発生のメカニズムを解明して
トラブルを未然に防ぎます。
また、安全情報をヒューマンファクターの
視点からより深く分析するためには、報告
者からできるだけ正確で詳細な情報を得る
ことが重要であることから、聞き取り調査
を担当する者が必要な知識やスキルを身に
つけられるように、ボーイング社が開発し
た手法に基づいた教育をさらに進め、不安

全事象の真因解明を促進します。さらに、
2007年度よりトライアルを開始したリスク
評価※5の本格運用を開始し、対策検討の要
否判定、優先順位づけ、対策実施のための
リソースの効果的な配分、安全状態の把握
を行っていきます。

ヒューマンへの取り組み
1安全部門のキャリアパス化
安全に関する社員の認識をよりいっそう
深めるため、安全関連組織への積極的な配
置や安全研修などをとおして人財を育成
します。

2ヒューマンエラーの非懲戒化
ヒューマンエラーは誰でも起こし得るもので
あり、根絶することはできないため、ヒューマ
ンエラーの発生防止対策（発生回数の削減）
や致命的な事態に至らないための対策（拡
大の防止）を講じる必要があります。それ
には、エラーを積極的に報告できる文化を
醸成し、なぜエラーが起こったのか、真の
原因を究明することが重要です。そこで
JALグループでは、十分注意していたにも
かかわらず避けられなかったと判断され
る航空運送上のヒューマンエラーについて
は、社内規定に定める懲戒の対象としない
方針を定め、会社と社員の信頼関係に基づ
いた情報収集基盤をつくりました。

3安全啓発センター
2006年4月、JALグループは、安全アドバイ
ザリーグループや日本航空123便のご遺族
からの提案を受け、「二度と悲惨な事故を
繰り返さないために日本航空123便の残存
機体を展示し、安全運航の大切さを理解す
る啓発の場」として、安全啓発センターを
開設しました。
開設以来、来場者は2年間で社内外あわせ
て4万人を超えています。私たちはこれか
らもこの施設を「安全の礎」として、積極
的に活用していきます。

安全管理体制

2008-2010年度
JALグループ再生中期プラン

安
全
へ
の
取
り
組
み

highlight 01 DATA

PDCA：Plan（計画）・Do（実行）・Check（チェック）・
Action（修正）

※1

安全情報データベース：事故やトラブルの傾向分析と
情報の共有を目的として、運航、整備、客室、空港、貨物
の各部門からの安全に関する報告をデータベース化し
たもの

※2

安全監査：社内の安全監査部門が、独立した第三者的
な立場から安全にかかわる業務内容を検証。運航・客
室乗務員の業務はもとより、空港における地上ハンド
リングから本社の間接業務まで、安全にかかわるすべ
ての業務を対象とし、万一問題点が見つかれば、速や
かに是正措置をとり、経営に報告する

※3

テキストマイニング：大量のテキスト情報のなかから
キーワードの組みあわせ（事象と要因など）を検索し、
統計処理により不安全要素を検出する技術

※4

リスク評価：不安全要素を特定し、結果の重大度
（Severity）と発生の可能性（Probability）を算定してリ
スクレベルの付与を実施

※5
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運輸安全マネジメント評価とは、国土交
通省が全運輸事業者を対象に、安全管理
体制の運用状況を確認し、改善点を抽出
して助言するもの。日本航空は2007年12
月に2回目の検査を受け、以下の点が評価
されました。

また、さらに期待される点として以下のよう
な助言を受けました。

運輸安全マネジメント評価JALグループでは、安全管理体制を継続的
に見直し、さらなる安全性の向上を図るた
めに、さまざまな外部機関からの評価・提
言をいただいています。

IOSA（IATA Operational Safety Audit）
とは、IATA（国際航空運送協会）に加盟す
る航空会社の安全管理体制を確認するた
め、IATAが安全性についての厳しい基準
を設定した世界的な監査プログラム※6。日
本航空は2004年12月に初回の認証を受け、
2006年10月に指摘事項なしで更新監査に合
格しました。

● 経営トップが安全課題の実施に積極的に関与し、強
力なリーダーシップにより安全マネジメントシステ
ムを適切に機能させていること

● 安全課題の策定、実施から進捗状況の把握および
見直しに至るPDCAサイクルが確立されていること

● 安全情報の収集とその活用などにかかる体制が確
立されていること

● 重大事故、ハイジャックなどに備えた定期的な訓
練、安全管理教育等の訓練プロセスのPDCAサイク
ルが確立されていること

後者の点については、必要な対応を検討し
ます。

JALグループは、より高い安全水準を持っ
た企業風土をつくるため、ノンフィクショ
ン作家の柳田邦男氏を座長とした5名の社
外有識者によって構成される「安全アドバ
イザリーグループ」を設置し、2005年12月
26日に125ページにもおよぶ『提言書』を
受けました。また、この提言に対する取り
組み内容と進捗状況については、半年ごと
に安全アドバイザリーグループに報告し、
専門的な視点からコメントをいただいて
います。

社外有識者の評価

「安全アドバイザリーグループ」ホームページ
www.jal.com/ja/safety/advisory/advisory1.html

2007年度の安全にかかわるトラブルと対策

2007年度は右図のとおり、イレギュラー運
航の発生件数が減少しました。
航空事故と重大インシデントの合計は5件
となりましたが、うち2件は外的要因によ
るものです。離陸上昇中に鳥衝突とみられ
る損傷を受け、安全を確認して運航を継続
したものの、航空法上の大修理となった事
例や、着陸しようとしていた滑走路に他社
の航空機が進入してきたため、管制の指示
により着陸をやり直した事例です。
今後もJALグループ社員一人ひとりの安全
への取り組みをさらに深化させ、もう一段
高い安全レベルを目指していきます。

トラブルの種類
航空事故

重大インシデント

イレギュラー運航

安全上のトラブル（義務報告）

highlight 01 DATA

IOSA活動

● 経営トップのコミットメントを今後も継続すること

● マネジメントレビューにかかる手順を文書化すること

● 安全にかかわるトラブルの発生件数

トラブルの種類 2005年度 2006年度 2007年度

航空事故 0件
（0）

1件
（0.002）

2件
（0.005）

重大
インシデント

5件
（0.012）

0件
（0）

3件
(0.007）

イレギュラー
運航

131件
（0.314）

99件
（0.235）

86件
(0.204）

安全上の
トラブル ー

160件
（0.761）※7

323件
（0.766）

総運航便数 417,453便 421,833便 421,900便

（　）内は1,000便あたりの発生率

2006年10月1日から報告が義務化となったことによる2006
年10月1日～2007年3月31日までの6カ月間の数値で、当該
6カ月間の運航便数は210,140便

※7

監査分野は組織体制、運航、運航管理、整備、客室、空
港・地上ハンドリング、貨物、保安の8分野に分かれ
ており、監査項目は全914項目、認証有効期間は2年

※6

航空機の運航によって発生した人の死傷（重傷以上）、
航空機の墜落、衝突または火災、航行中の航空機の損
傷（大修理）などの事態が該当し、国土交通省が認定
します。

航空事故には至らないものの、事故が発生する恐れが
あったと認められるもので、滑走路からの逸脱、非常
脱出、機内における火災・煙の発生および気圧の異常
な低下、異常な気象状態との遭遇などの事態が該当
し、国土交通省が認定します。

航空機の多重システムの一部のみの不具合が発生し
た場合などに、運航乗務員がマニュアルに従って措置
したうえで、万全を期して引き返した場合や目的地を
変更した場合、航空交通管制上の優先権を必要とする
旨を通報した場合などが該当します。一般的には、た
だちに運航の安全に影響をおよぼすような事態では
ありません。

2006年10月1日づけ施行の法令に基づき国土交通省に
報告することが義務づけられたもので、被雷や鳥の衝
突などによる航空機の損傷や、航空機衝突防止装置

（TCAS）が相手機との接近率などにより作動し急な
操作を行った場合などの事象が該当します。一般的
にはただちに運航の安全に影響をおよぼすような事
態ではありません。

客観的評価



「安全への取り組み」ホームページ　www.jal .com/ja/safety/

636便飛行中の揺れによるお客さまの負傷
2007年10月27日、日本航空636便（中国・杭
州空港発成田空港行き）は成田国際空港へ
の降下中、タービュランス（乱気流による
揺れ）に遭遇し、その際、女性のお客さま1
名が負傷されました。着陸後、病院で診察
を受けられた結果、胸

きょう

椎
つ い

の骨折であること
が判明しました。これを受けて、10月30日、
本事例は国土交通省により「航空事故」と
認定されました。

本事例は、国土交通省航空・鉄道事故調査
委員会に原因究明などの調査が委ねられて
います。JALグループは同委員会の調査に
全面的に協力するとともに、必要な対策を
行っていきます。

3228便の機材損傷
2008年3月11日、日本航空3228便（福岡空
港発中部国際空港行き）は、福岡空港を離
陸上昇中に操縦室前方下部より異音と振動
が発生したので、手順に従って計器指示な
どが正常であることを確認し、飛行を継続
しました。中部国際空港到着後の点検で、
前方右側胴体に鳥衝突と見られる損傷（へ
こみ）と前脚格納室内部のフレームの一部
に変形とひびが発見され、この損傷は航空
法に定める大修理に相当するため、3月13
日、国土交通省により「航空事故」と認定
されました。

本事例は、国土交通省航空・鉄道事故調査
委員会に原因究明などの調査が委ねられて
います。JALグループは同委員会の調査に
全面的に協力するとともに、必要な対策を
行っていきます。

2345便の滑走路逸脱
2007年12月18日、日本エアコミューター
2345便（伊丹空港発出雲空港行き、サー
ブ340B型機）は、出雲空港着陸後、機体が
右側に偏向し始め、滑走路中央付近から芝
生エリアおよび誘導路を横切り、駐機場に
入ったところで停止しました。停止後に確
認したところ、前輪左側のタイヤがパンク
し、右側のタイヤが外れていたことが判明
しました。なお、お客さまおよび乗員にけ
がはありませんでした。

本事例発生後、ただちにJALグループの保

有する同型機全機（日本エアコミューター
11機、北海道エアシステム3機）に対し、ブ
レーキなどの緊急点検を実施し、全機異常
がないことを確認。本事例は国土交通省よ
り「重大インシデント」に認定されたこと
により、発生原因については航空・鉄道事
故調査委員会により調査が行われていま
す。2008年2月7日同委員会より調査の経
過報告が発表され、これを受けて国土交通
省航空局から、同型機を操縦するすべての
乗員に対し同報告書の内容の周知および
関連する機体システムの特性について教
育することを指示する文書が発行されま
した。日本エアコミューターおよび北海道
エアシステムでは、速やかに周知を図ると
ともに、航空局の指示に基づく教育を計画
しています。

502便の管制指示違反
2008年2月16日、日本航空502便（新千歳空
港発羽田空港行き）は、管制官より当該便
に対し「ただちに離陸をせよ」との指示が
出されたものと認識して離陸滑走を開始。
その直後、管制官より離陸中止を指示され、
離陸を中止しました。スポットに引き返し
た後、当該便は離陸許可を受けずに離陸滑
走を開始したこと、およびその時点ではま
だ着陸機が滑走路上にいたことを知らされ
ました。なお、お客さまおよび乗員にけが
はありませんでした。

本事例は国土交通省より「重大インシデン
ト」に認定されたことにより、発生原因に
ついては航空・鉄道事故調査委員会により
調査が行われており、JALグループは同委
員会の調査に全面的に協力していきます。
また本事例発生後、再発防止策としてただ
ちに全運航乗務員に対して、事例の概要と
注意点（管制指示を必ず復唱する、疑義が
生じたら再確認する、全乗員間で理解を一
致させるなど）を周知徹底しました。さら
に組織管理職に対して、全運航乗務員に直
接対話で「確認会話の重要性と基本事項の
再徹底」と「規程類・行動規範などの遵守」
を速やかに注意喚起するよう指示し、実行
しています。

1280便の滑走路進入について
2008年3月4日、日本航空1280便（小松空港
発羽田空港行き）は、管制官より滑走路手
前で停止する指示を受け、これを復唱しま
したが、暗いため停止線を見つけることが

対 策

highlight 01 DATA

できないまま、これを越えて滑走路に進入
しました。当該便はただちに管制官に状況
を報告するとともに、進入機のライトを視
認していたので、管制官に進入機の着陸復
行を依頼。進入機の着陸復行後、当該便は
管制指示に従って離陸しました。なお、お
客さまおよび乗員にけがはありませんで
した。

本事例発生後、ただちに全運航乗務員への
事例周知と注意喚起をしました。
さらに先の502便事例と本事例が訓練中に
発生していることに鑑み、3月6日より路線
運航におけるすべての訓練や教育を中止し
たうえで、ヒアリングなどを通じて調査し
た結果、いずれも訓練や教育を実施してい
る最中に発生したヒューマンエラーを適切
にマネジメントできなかったことが把握で
きました。おもに以下の改善措置を講じる
ことにより、安全性は十分に確保すること
ができると判断したため、これらをただち
に実行に移したうえで、路線訓練を4月5日
より順次再開しています。
【おもな改善措置】
1路線運航にあっては、たとえ訓練を行う
場合であっても、必要な安全上の指摘や助
言をして、チームとしてのパフォーマンス
を高めることが大前提であることを、あら
ためて周知徹底させる。
2空港施設などにかかわるスレット（エ
ラーを誘発する要因）となる情報を収集し、
それらを周知する。
3副操縦士昇格訓練において、悪天候など
の環境で、副操縦士業務を行うための制限
をする（環境上の制限、経験上の制限）。

958便における不適切なカート収納について
2008年2月6日日本航空958便（プサン空港
発成田空港行き）において、お客さまにご
提供する機内食が入ったカートを所定の位
置に収納せず、化粧室に収納し、離発着し
た事例が発生しました。

本事例発生後、再発防止策として、ただち
に全客室乗務員および関連部門に対して、
事例の概要と注意点（カートが所定の位置
に収納されていることを確認することな
ど）を周知徹底しました。また、先任資格
を有する（各便にて指導的立場になる）全
客室乗務員に対して、安全知識や認識を再
確認しています。

重大インシデント

対 策

対 策

そのほか

対 策

対 策

航空事故

対 策
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highlight 02
地球の美しい空を守るため、JALだからできること
京都議定書の発効、洞爺湖サミットの開催を迎えた2008年、
各国は地球温暖化防止への取り組みに向けて、英知を絞っています。
JALグループは、環境に負荷を与えざるを得ない航空会社の責任を再認識し、
さまざまな取り組みを推進しています。



focus 01

「私たちだからこそできること…」
地球温暖化スタディーへの協力

16

航空機による大気観測
　IPCC第4次報告では、近年の温室効果ガ
スの著しい増加がグラフに示され話題を呼
びました。しかし、そのもとになる大気の
実測データは、第3次報告の2001年当時から
約3倍に増えたものの、まだまだ十分ではな
いといわれています。
　JALグループは、温暖化をもたらす大
気変動メカニズムの解明に協力するため、
1993年より国際線定期便オーストラリア－
日本間のルート上で大気を採取し、研究機
関に提供しています。ここからCO2、メタ
ンガス、一酸化炭素などの貴重な成分・濃
度データが得られます。2003年には、国立
環境研究所の調整により、産学官によるプ
ロジェクトを発足。一酸化二窒素、水素、
六フッ化硫黄などを観測対象に加え、さら
に飛行中に大気を採取してその場で分析
記録するCO2濃度連続測定装置を開発し、
2005年11月から測定を始めました。これら
は、世界の民間航空会社として初の取り組
みです。
　現在観測にかかわっている整備本部の池
田肇によると、
　「旅客機は、安全を最優先して設計されて

いますので、飛行に関係のない装置を装備
するには、航空局による厳しい安全性審査
をクリアする必要があります。日本航空は、
装置開発から参画して、容積は料理の出前
に使われるおかもち1個程度、重さ約20kgの
装置を開発し、米国連邦航空局と国土交通
省航空局より承認を受けました」。日本航
空の航空機による大気採取は、オーストラ
リア－日本間だけでなく観測ルートを徐々
に増やし、現在では、アフリカと南米の一
部を除く地球上のほとんどのルートで観測
を実施しています。

　2007年2月、気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）が第4次報告を公表し、「20世
紀半ば以降の平均気温上昇の大部分が人為
的な温室効果ガスの増加によるもので、温
暖化による地球環境の影響は深刻である」
と指摘しました。私たち人間が勝ち得てき
た文明の進歩、経済の発展は、地球環境の
犠牲のうえに成り立っていることをあらた
めて認識させられました。ジェット機はま
さに20世紀の文明の象徴です。羽田－札幌
間の777-300型機（500名搭乗）1フライトの
二酸化炭素（CO2）排出量は25,400kgで、こ
れは一般家庭の排出する1,700日分のCO2に
相当します。
　JALグループは、CO2の排出をはじめ、地
球環境にさまざまな負荷をかけざるを得な
い航空会社として、環境保全を企業使命の
ひとつに掲げ、さまざまな取り組みを進め
ています。
　「航空機は日夜、地球を眺めながら飛ん
でいます」と、運航乗員部の松田和也が語
るように、地球という星を目のあたりに見
る航空会社だからこそできる取り組みが、
そこにはあります。

「大気観測」に関するホームページ
www.jal.com/ja/environment/social/social02.html
www.jal-foundation.or.jp

CO2 濃度連続測定装置

highlight 02

● 観測実施路線

　地球環境部の長嶺由美子は、「CO2の実
測データは、世界的にも十分ではなく、上
空のデータは特に不足していると聞いてい
ます。JALグループの大気データが地球温
暖化のしくみ解明の一助になればと考え、
協力を続けています。今後は、当社の定期
運航がないルートでも採取できるよう、ほ
かの航空会社にも働きかけていきたいです
ね」と語ります。

観測地点は、ヨーロッパ（アムステルダム、ロンドン、パリ、チューリッヒ、ミラノ、ローマ、
ブダペスト、モスクワ）、アジア（ウランバートル、ソウル、プサン、バンコク、クアラ
ルンプール、シンガポール、ジャカルタ、デンパサール）、北南米（グアム、ホノルル、
ロサンゼルス、バンクーバー、ラスベガス、メキシコシティ）、オーストラリア（アリス
スプリングス、シドニー、ブリスベン）など、世界各地と日本を結ぶ路線で実施

日本航空
747-400 運航乗員部

機長　松田和也
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パイロットによる森林火災発見情報の提供

　森林にはCO2を吸収する役割があります
が、近年、アラスカ、シベリアなどの北方森
林では、大規模な火災が頻繁に起こってい
ます。火災は樹木だけでなく、林床（下草、
落ち葉、ミズゴケなど）も燃やすため、森林
が長年蓄積した炭素を放出します。燃焼
時のCO2放出だけでなく、黒く焦げた焼け
跡では地面が暖まり、解けた永久凍土から
メタンが放出されるのではと心配されて
いるのです。
　森林火災の影響を最小限にとどめるに
は、火災が小規模のうちに検知し、延焼の予
測をたて、有効な消火活動を行う必要があ
ります。アラスカ大学国際北極圏研究セン
ター福田正己教授（前北海道大学）を中心
とした研究チームは、森林火災の検知に尽
力しています。しかし、衛星画像による検知
には一部、誤認があることが課題でした。
　JALグループは研究チームの要請に応
え、2003年から火災が増加する夏の期間、
成田－ヨーロッパ線運航中のパイロットが
シベリア上空で火災を発見した場合に、日
本航空のオペレーションコントロールセン
ターをとおして北海道大学へ報告してきま
した。また、2007年度からは観測対象をア
ラスカを含む北極圏全域に広げ、宇宙航空
研究開発機構（JAXA）に報告しています。

パイロットからの観測情報は、火災検知の
精度向上に貢献します。
　「パイロットは安全運航が最優先ですか
ら、火災の発見を義務とはしておりません。
ですが、運航中に偶然、発見することはあ
りますから、この観測の意義をパイロッ
トに周知し、協力を得ています」と長嶺。
2007 年からはシベリアだけでなく、アラス
カやインドネシアのカリマンタン島上空も
観測エリアに加え、報告件数は過去最高の
172 件を数えました。
　ボーイング 747-400型機に乗務する松田も
語ります。
　「シベリア上空を飛び始めて約 14年にな
ります。かつては雲が少なく、非常に視界
の良いルートでしたが、ここ数年、夏場、
赤道付近に発生するものに近い巨大な積乱
雲を見かけます。これも地球温暖化の影響
のひとつでは、と感じます。私たちの発見
情報がシベリアの森林を守るために少しで
も役立てば、うれしいです」

観測年度

観測報告数

観測地域

2003

101

シベリア上空

2004

77

シベリア上空

2005

30

シベリア上空

2006

138

シベリア上空

2007

172

シベリア、アラスカ、
カリマンタン上空

● JAL航空機による森林火災観測活動状況

操縦室内の火災発見入力画面上空から見たシベリア森林の火災（提供：北海道大学）

森林火災とは俗にいう山火事で、日本の通
常の山火事であれば数日で鎮火されますが、
北極圏は人が少なくすぐには見つかりませ
ん。乾燥も激しいため、長い場合は数カ月
にわたって延焼し、道もないため消火は困
難を極めます。人間活動による年間のCO2
排出量260億トンに対し、森林火災による
CO2の放出は62～150億トン（IPCC第4次
報告）と推定され、気候変動に与える影響は
無視できません。
JAXAでは、気候変動と防災の両面から森
林火災を早期に検知するアルゴリズムの開
発に取り組んでいます。しかし、きめの粗い
衛星画像から初期の火災を正確に見分ける
のが難しいため、上空からの発見情報と照
らしあわせ、精度向上に努めています。JAL
グループのおかげで、一定ルートでのデー
タが長期間にわたって得られ、JAXAの研究
に大いに役立っています。

パイロットからの火災の発見情報を、
研究に役立てています

森林火災検知アルゴリズムの開発

宇宙航空研究開発機構
（JAXA）
地球観測研究センター
主任研究員
博士（社会工学）　
中右浩二氏

「シベリア森林火災の発見」に関するホームページ
www.jal.com/ja/environment/social/social03.html
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エコフライトの啓発活動
　使用する全体量が大きい分、燃料節約は
効果的なCO2削減につながります。例えば、
着陸時、フラップ（主翼の後縁に装備した
高揚力装置）の角度を浅くすることで、騒
音を抑え、燃料節約が可能です。気流や滑
走路の距離などの諸条件による安全性を考
慮しながら、747-400型機のパイロットがこ
の操縦法を選択すると1回で約300kgのCO2

が削減できます。また、着陸後、旅客機を
停止するときに使う逆噴射は、燃料、騒音
ともに負荷が大きいため、アイドルリバー
ス（自動車でいうニュートラル）で停止す
ることで、約300kgのCO2が抑制できます。
　「このようなエコフライトは、もともと
パイロットが経験的に行っていたものば
かりです。それを全社に周知・啓発し、大
きな活動に広げたのが乗員など30名で結

成する『チーム・マイナス6%』の取り組
みです。社内新聞で削減効果を示すなどの
啓発をした結果、いまでは実施率が半分以
上になっています。エコフライトは飛行条
件的に不可能な場合がありますから、それ
を考慮すると非常に高い実施率といえま
す」と松田。
　このほか、離陸前の照明や空調へのエネ
ルギー供給を機体の補助エンジンでなく、
空港からの供給に切りかえることも有効
です。
　「整備スタッフの稼働負担が増えますが、
空港からの電源供給によるCO2削減効果は
大きいので、積極的に取り組んでいます。
先日たまたまバンクーバーで空港内を見渡
したときも、行っているのはJALだけでし
た」（松田）。

focus 02

「空から見た地球、伝えます」
キャプテンによる環境教育・そらいく

キャプテンによる環境教育講座　ドキュメンタリー映画『不都合な真実』
には、氷が著しく減った北極、海面上昇で
サンゴ礁が死んだ海、熱波で砂漠化したモ
ンゴルの大地、内陸各地で起こる豪雨やハ
リケーンや竜巻の被害など、地球環境の衝
撃的な映像が次々と映し出されています。
パイロットがそうした気候や環境の変化を
目のあたりにすることは、稀ではありませ
ん。空を飛ぶ仕事だからこそ実感する地球
の現状と課題を、人々に伝えようとする取
り組みを始めています。

　「そらいく」は2007年9月から始まった、
JALグループのキャプテン（機長）による
出前講座です。おもに小学生を対象に、空
から見た地球の現状やJALグループの環境
への取り組みを伝える講座で、2007年度は
全国で11回実施されました。
　松田も「そらいく」の趣旨に賛同し、講
義を行うキャプテンのひとりです。
　「子どもたちが真剣に耳を傾けてくれるの
に驚かされました。私たちが飛ぶ空は、地球
の大切な自然の一部です。私たちが見た地球
の姿を伝えることで、子どもたちといっしょ
に地球の将来を考えていきたいと思います」

制服姿のキャプテンが学校に来たら、子ど
もたちが喜ぶだろうと軽い気持ちでお願い
したところ、期待以上の成果が得られまし
た。3年生157名が参加しましたが、子ど
もたちが地球環境の話やJALグループのエ
コ活動をきちんと理解したのには驚かされま
した。感想文にも「地球が一番住みやすい
星だとわかりました」、「CO2をたくさん出す
ジャンボは飛行機を軽くして燃料を減らして
います」などの言葉がたくさん見られました。
「そらいく」の活動は子どものうちから環境
問題に触れさせ、理解させるとても良い機
会だと思いました。

プログラムの巧みさとキャプテンの話術で、
子どもたちが環境を深く理解しました

総合学習の一環として「そらいく」受講
神奈川県大磯町立大磯小学校
教諭
舘岡茂樹氏

「そらいく」ホームページ
www.jal.com/ja/environment/soraiku/

focus 03

「燃料はパイロットの血液」
乗員主動のエコフライト活動

　交通エコロジー・モビリティ財団のデー
タによると、ひとりが1kmを移動するとき
のCO2排出量は自家用乗用車で173g、航空
機111g（国内）、鉄道で19g。数百人を一度
に運ぶ航空機は、自動車よりは環境効率の
良い乗り物といえます。しかし、国際線ボー
イング747-400型機が成田－ニューヨーク
間で費やす燃料はドラム缶（200リットル）
800本分に相当します。
　航空機はそもそも満タンで離陸するもの
ではなく、1フライトごとに安全性・快適性・
定時性を考慮し、綿密に計算したうえで、
必要最低限の燃料を搭載します。
　「パイロットにとって燃料は自分の血液
のようなもの」と松田は語ります。燃料は
運航中に不測の事態が起こった場合の大切
な命綱で、パイロットは常に燃料の残量を
念頭において操縦しているといっても過言
ではありません。

highlight 02
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さまざまなCO2 削減の取り組み

2008年、JALグループは、地球環境に対する企業の社会的責任を再認識し、
温暖化スタディーへの協力などの環境社会活動や、航空機のCO2排出量
の削減の取り組みをさらに強化する「空のエコ」プロジェクトを推進して
います。プロジェクトの象徴としてJALエコジェット機を2008年6月か
ら就航し、広く社会へ地球環境の大切さを呼びかけていきます。

JAL「空のエコ」プロジェクト
未来もずっと、澄みきった空のうえを飛び続けるために

「空のエコ」宣言 !
press.jal.co.jp/ja/release/200804/000906.html

150kgにもなる塗料を機体に塗らないことで軽量化し、CO2 排出量や化学物質使用量の削減に貢献する貨物専用機。
塗料を塗らないかわりにアルミニウム表面を定期的に磨いて汚れを落とし、腐食を防ぐ必要があるため客室窓がなく磨きやすい貨物専用機で実施

航空機エンジン洗浄は、2007年度は 450 回実施し、年
間 36,000トンのCO2 排出量の削減を実現。今後も回数
を増やし、2010 年度には年間 50,000トン削減を目指す

すべての汎用型コンテナを新タイプに更新するとJALグルー
プ全便で年間 8,000トンのCO2 削減が可能、今後国際線
に順次導入予定

　エコフライト以外にも、機内の食器やス
プーンやフォークなどのカトラリーの軽量
化、飲料水の適正化など、至るところで燃
料削減の工夫がされています。
　2007年度は、貨物コンテナを従来のアル
ミ製からガラス繊維系新素材「ツインテッ
クス」を側面パネルに採用し、1台あたり
26kgの軽量化を実現。747- 400型機の貨物
室に18個搭載した場合、東京－ニューヨー
ク間片道の運航で720kgのCO2を削減でき
ます。カトラリーも1本あたり2g軽くな
り、同じく747-400型機東京－ニューヨー
ク間片道運航で、3kg弱の搭載重量軽量化
が可能。国際線のファースト、ビジネスク
ラス機内用食器磁器は、2004年度より20%
の軽量化を実現していますが、これらによ

りCO2排出量を1便平均で21kg削減が可能
で、JALグループ全体では年間660トンの
CO2削減に寄与しています。
　また整備本部では航空機エンジン内部圧
縮機の羽根（コンプレッサーブレード）の
定期的な洗浄により、燃焼効率を向上させ
ています。さらに、運航本部では、今後、運
航管理システムを改良し、燃料搭載の適正
化をより綿密に推し進める計画です。松田
は最後にこう語りました。
　「航空機は大量にCO2を排出して飛ぶも
のですが、3,300名の運航乗務員と、5万人の
JALグループ社員一人ひとりが地道な工夫
を積み重ねることで、大きなCO2削減につ
ながると信じています」
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JALグループは「環境基本理念」と「環境
行動指針」を定め、中長期計画と重点目標
を設定し、環境活動を推進。さらに環境マ
ネジメントシステムや環境監査を導入し、
継続的で適正な取り組みを支えています。
また、環境に関する社会的要請と期待に確
実に応えていくため、CSR委員会の下に位
置づけていた地球環境部会にかえ、2008年
4月1日から社長を委員長とする地球環境委
員会を設置することとし、体制を強化。
さらに環境に対する取り組みをいっそう推
進していくため、2008年4月22日にJALグ
ループ「空のエコ」宣言を行い、取り組み
に対する決意を表明しました（19ページ参
照）。

1「環境基本理念」と「環境行動指針」に
基づき、環境活動に積極的に取り組みます。

2空のエコ（2010）の目標達成を目指して、
さらなる取り組みにチャレンジします。

3 JALらしい、JALならではの環境取り組
みを推進します。

JALグループでは、事業による環境への負
荷が比較的大きい現業部門を中心に、環境
マネジメントシステムにかかわる国際規
格 ISO14001の認証取得を推進しています。
また、環境への負荷が比較的小さい間接部
門およびグループ会社では、「エコステー
ジ」（環境経営評価・支援システム）の導
入を推進しています。

2002年度よりグループ内の環境監査を実
施。2007年度は環境とのかかわりが比較的
多いグループ会社6社と日本航空インター
ナショナル3部門の監査を実施し、地球環
境にかかわる認識の向上と環境取り組み体
制の強化を図りました。なお、2008年度か
らは法令・規則などの遵守に、より焦点を
絞った監査を実施していきます。

環境活動の定量的評価の一手段として、
1999年度から環境会計を実施。2007年度の
環境会計は、2008年8月頃にJALホームペー
ジに掲載予定です。

環境取り組み推進体制

JALグループ「空のエコ」宣言
（2008年4月実施）

環
境
へ
の
取
り
組
み

環境マネジメントシステム認証の取得

環境監査

環境会計

highlight 02 DATA

「環境基本理念」2002年10月制定

JALグループは、公共交通機関としての使命を果たす一方で、化石燃料の消費や騒音等、
環境への負荷を与えています。
私たちは環境への取り組みを経営の重要課題として認識し、地球環境との共生を目指して、
すべての事業活動を通じ環境への負荷の抑制に努めます。

「環境行動指針」2002年10月制定、2008年4月改定

1環境にかかわる法令・規則の遵守はもとより、さらに積極的に環境取り組みに努めます。
　環境に与えた負荷を数値で把握し、目標値を設定して環境負荷の低減に取り組みます。
2各種エネルギー、資源の効率的な利用を促進します。
　機材・設備等の更新や改良開発の可能性を常に課題として意識します。
3廃棄物の削減と適正な処理およびリサイクルの推進を図ります。
　必要に応じてリサイクルの仕組み作りを行います。
4地球環境に配慮した航空機を含む物品、資材等の選定に努めます。
　製造時や使用時だけでなく廃棄時にも極力環境に負荷を与えないものを選ぶように努めます。
　お客さまに提供する物品やサービスは、環境に配慮したものとするように努めます。
　環境に配慮した用紙を目的に応じて適切に使います。
5環境意識の向上と社会活動の推進に努めます。



「JALと環境」ホームページ　www.jal .com/ja/environment/

航空機エンジンは化石燃料を使用してお
り、燃焼の際に地球温暖化の原因である温
室効果ガスの大半を占めるCO2を排出しま
す。航空機からのCO2排出量は、使用する
燃料の消費量にほぼ比例します。JALグ
ループでは2010年度までに1990年度対比で
輸送量あたり20%削減を目標に、さまざま
な施策によりCO2排出量の削減に努めてい
ます（18、19ページ参照）。
2007年度のJALグループの航空機の営業運
航に伴うCO2排出総量は、前年度対比4.9%
減の1,502万トン。この削減量にあたる77
万トンは、杉の木5,500万本が1年間に吸収
するCO2の量に相当します。

2008年2月、関東地方のFMラジオ放送で、
「優れた飛翔能力を持つ渡り鳥のように
JALも効率的な運航を目指している」とい
う内容のラジオCMを放送。そのなかで「も
しもお願いできるなら、お客さまのお荷
物を少し減らしていただくと、1便あたり
100kgの減量で、JALグループ全便では年
間7,600トンのCO2を削減することができま
す」と、お客さまに手荷物の軽量化をお願
いしました。このメッセージは、その後も
JALホームページにて「空のエコ・ストー
リー」として掲載し、引き続きお客さまに
手荷物の軽量化をお願いしています。

羽田空港では、空港内の飲食店から排出さ
れる使用済みの天ぷら油などの食用油をバ
イオ燃料にリサイクルし、空港内作業車で
使用する取り組みを空港内の8事業者が参
加して進めています。
JALグランドサービスが2007年12月より同
社の貨物牽引車でバイオ燃料の試運用を行
い、その性能の点検を実施。実現すれば、
廃棄物も減り、CO2の発生も抑えられると
いう一石二鳥の取り組みであり、今後も試
運用を続けます。

航空会社における空港でのリサイクル活動
は、そのしくみづくりから始める必要があ
り、労力を要しています。2007年度は機内

環境負荷を減らすためのさまざまな取り組み

航空機からのCO2排出量削減 での使用数量が著しく増加したペットボト
ルのリサイクルを始めました。
また、JALグループでは、資源の有効活用
と費用節減のため、空港での事業活動から
出る資源ゴミのリサイクルに取り組んでい
ます。2006年9月から成田貨物地区から排
出される廃プラスチック類を中国で再生原
料に加工し、その原料でつくった製品をグ
ループ事業所で利用する循環型リサイクル
を開始しました。貨物梱包用シートなどが
おもな対象で、2007年度の実績は1,788トン
でした。
廃プラスチック類リサイクルにあたって
は、リサイクル会社の中国への廃プラス
チック類輸出ライセンスの所有、現地視察
による日本の流通センターから中国再生工
場までの固定した流通ルートでの輸送、中
国再生工場や製品製造工場における作業・
操業環境および関連法令への準拠状況など
について確認しました。これらの工場では
排水処理などの環境面や省資源などにも配
慮しています。

冬期に航空機の機体への着氷・積雪を防止
するため、防除雪氷液を散布します。主成
分のプロピレングリコールは、増粘剤など
の食品添加物にも使われていて、自然分解
しますが、一度に多量に河川などに流れる
と富栄養化の恐れがあり配慮が必要です。
使用量は、降雪量、雪質、除霜回数などによ
り変動しますが、JALグループでは防除雪
氷液を効率良く機体に散布でき、かつ気象
条件により使用量を調整できる機材を導入
し、また作業者の技量訓練回数も増やして
使用量の削減に取り組んでいます。

乗客の急病、機材故障などで緊急着陸が必
要となった場合、着陸時の安全確保のため、
搭載燃料を空中で投棄することがありま
す。その場合は管制により指定された投棄
場所および高度に従い、市街地を避けて実
施します。空中で投棄した燃料は霧散する
ため、大気および海洋汚染の実害は報告さ
れていません。2007年度は49キロリットル
でした。

リサイクル活動

手荷物軽量化のお願い

天ぷら油燃料自動車の試運用

バイオディーゼル燃料使用車

● 空港における各種リサイクル活動実績

リサイクル対象品 2005年度 2006年度 2007年度

機内用飲料缶 64 55 61

機内用新聞紙 95 167 412

機内誌 206 570 634

機内用
ペットボトル ー ー 12

貨物用ポリエチ
レンシート 1,552 1,850 1,788

単位：トン

航空機用防除雪氷液散布

航空燃料の空中投棄
● 航空機用防除雪氷液散布の実績

空港 2005年度 2006年度 2007年度

新千歳空港 727 495 299

青森空港 359 244 249

他国内空港 1,363 423 705

計 2,449 1,162 1,253

単位：キロリットル

highlight 02 DATA

● 航空機の輸送量（ATK）あたりCO2排出量
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お客さまの声

CS推進本部

サービスフロント
サービス
改善

関連部署

　航空会社をとりまく市場動向は、大きく
変化しつつあります。2010 年以降に予定
される成田・羽田両空港の拡張以降は、新
たな航空会社の乗り入れ開始などによる

「大競争時代」を迎えることが想定されて
います。
　さまざまな航空会社のなかから、お客さ
まに選ばれるために、いったい何が必要な
のか。JALグループは、その答えが「お
客さまの声」のなかにあると考え、日々、
サービス向上に取り組んでいます。

　JALグループでは、お客さま視点を徹底
し、サービス品質を向上することでより多
くのお客さまにご満足していただくため、
2007年4月、社長直下の組織として「CS推
進本部」を設置しました。
　「CS推進本部」には、電話、Eメール、機
内に搭載しているコメントカードやお手紙

などに加え、予約・空港・客室などサービ
スフロントからの「お客さまの声」が集め
られます。2007年度には39,157件の声が寄
せられました。
　お客さまからいただいた声の一つひとつ
を貴重な財産と受けとめ、声の分析から改
善すべき課題を見い出し、関連部署との情
報共有のもとサービス改善や商品開発に反
映しています。
　また、「お客さまの声」に基づき実施し
たサービス改善事例については、機内誌

『SKYWARD』や JALホームページで紹介
し、お客さまに報告しています。例えば、「機
内チャイルドシート貸し出しサービスの対
象拡大」、「羽田空港内の案内表示改善」、「成
田－デリー線機内食メニューの月がわり
化」など、2007年度も数多くのサービスを

「お客さまの声」により改善しました。

highlight 03
お客さま視点の
あくなき追求のために

時代の変化とともに、お客さまが企業に求める価値も
刻一刻と変化しています。
JALグループは、常にお客さまの視点で発想・行動することで、
より良いサービスの提供を目指し、活動を進めています。

focus 01

「すべての答えはお客さまの声のなかにある」

CS向上への取り組み

「お客さまの声」をかたちにする
体制づくり

「お客さまの声をかたちにしました」ホームページ
www.jal.com/ja/corporate/voice/

● CS推進本部体制図

● お客さまの声の件数（2007年度）

お褒め
7,384件

お叱り
8,951件

ご意見
10,507件

お問い合わせ
など

12,315件



focus 02

「基本品質の向上」
安心をかたちに
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時代の変化とともに、お客さまが企業に求める価値も
刻一刻と変化しています。
JALグループは、常にお客さまの視点で発想・行動することで、
より良いサービスの提供を目指し、活動を進めています。

　お客さま視点の追求は、サービス面だけ
にとどまりせん。交通機関としての基本的
な品質の向上はお客さまの期待の中核をな
すものです。お客さまは、安全はもとより、
時間どおりに、わずらわしくなく安心して航
空機を利用されることを望まれています。
　2007年度のJALグループの定時出発率

（15分以内の遅れで出発した便数の割合）
は国内線95.4%、国際線88.8%と、ともに前
年度から大きく向上しました。ダイヤは、
航空機をできるだけ効率良く稼働させるよ
うに組んでいます。したがって、定時出発
率を上げるには、空港のフロントから本社
のダイヤ計画部門まで、スタッフすべてが連
携して最高のパフォーマンスを発揮すること
が求められます。

　一方で、安全を最優先するために、やむ
を得ず出発遅延が発生する場合がありま
す。JALグループは大幅な遅延によるお客
さまのストレスを軽減し、安心を提供する
ため、正確でタイムリーな運航情報の提供
に注力しています。例えば2007年度には
メールによる情報サービスをさらに深化さ
せました。国内線では、天候が定時運航に
影響をおよぼす可能性がある場合、メール
登録されたお客さまにいち早くお知らせす
るほか、国際線では遅延時に、送迎の方へも
最新の出発・到着時刻をお知らせするサー
ビスを開始しました。

「空港で空席待ちの際、カウンターの前は
人だかりで番号呼出のアナウンスもよく
聞こえず非常に不安なので、状況をわかり
やすく伝える工夫をしてほしい」というお
客さまのご要望に対し、案内表示を改善。
カテゴリー別の「呼び出し開始番号」と「空
席待ち人数」をリアルタイムに表示しまし
た。2008年3月より羽田空港・伊丹空
港に導入し、順次拡大予定

 

成田空港では2006年7月から、整備で1時
間以上の遅延が発生した場合、整備士が搭
乗ゲートで状況のご説明を行う取り組みを
開始しました※1。お客さまに遅延の理由を
ご理解いただき、少しでもストレスを和ら
げていただこうと整備士みずからの発案で
始めた取り組みです。日ごろお客さまに接
する機会のない私たちがゲートに立つだけ
でも緊張するのですが、お客さまのお怒り
をじかに感じる場面も多く、あらためて細
心の注意で整備にあたろうと身の引き締ま
る思いがします。
修理が完了し、お客さまに「安心してご搭
乗ください」といえる場面が何よりもうれし
いですね。
※1 整備士によるゲートアナウンスは、2006年度は17回、2007年は23回
　　実施。成田空港以外にも、羽田、関西、新千歳空港等で実施している

お客さまに直接、
遅延のお詫びとご説明

整備士によるゲートアナウンス

JAL航空機整備成田
運航整備部
第4総整備室長　
石川 猛

おもにEメールやコメントカードでいただいた、
お客さまからのご意見への返信を担当してい
ます。返信にあたってはお客さまの真意を逃さ
ずに読みとり、的確なご返事をさしあげるよう
努めています。
いまの業務に就き、お客さまからのご指摘に
より気づかされることがたくさんあります。
先日も、お客さまからのご意見をきっかけと
して、空港での空席待ちご案内表示が改善さ
れました。お客さまの声は、サービス改善へ
のヒントが数多くちりばめられた宝の山であ
ることを実感しています。
今後も、より多くのお客さまにご満足いただ
けるよう、サービスの改善に取り組んでいき
たいと思います。

日本航空
カスタマー
サポートセンター　
今北恭平

より多くのお客さまに
ご満足いただくために

サービス改善に向けた取り組み
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　近年の予約・発券のIT化やチェックイ
ンの自動化により、航空機へのご搭乗の利
便性向上を図っています。JALグループで
は、ユニバーサルデザイン（UD）を基本指
針に、空港表示や座席の快適性などさまざ
まな改善を行い、よりわかりやすく、使い
やすいサービスを追求しています。2007年
3月には羽田空港が、8月には成田空港の
カウンターがUDによりリニューアルしま
した。
　利便性を高めるための空港の自動化を進
める一方で、お客さまからは以前にも増し
て、きめ細やかなサービスが求められてい
ます。JALグループでは、ご高齢の方、障
がいのある方、一人ひとりのご要望に応じ

たおもてなしを提供することを目指してい
ます。その一環としてサービス介助士2級
の資格※1 取得に取り組んでいます。2007
年度は新たに61名が取得し、国内42空港で
308名のスタッフを配置しました。また、
資格者だけではなく社員全員のおもてなし
意識・技術の向上を図るため、各空港にお
いて社内インストラクターによる「空港プ
ライオリティ・ゲストサービス教育」を実
施しています。2007年度までにインストラ
クター 156名を養成しました。

ご高齢の方、乳児連れ、妊娠中のお客さま、ひとりで旅行する
小学生のお子さまなどを予約なしでサポートする、「JALスマイ
ルサポート」
www.jal.co.jp/smilesupport

focus 03

「ユニバーサルデザインの考え方をすべての基本に」

やさしいJALへの取り組み

highlight 03

サービス介助士のインストラクターとして、教
習を行っています。サービス介助士の資格取
得には介助を受ける側の疑似体験を含めた2
日間の実技講習が必要です。この教習を通じ
て、ご高齢の方や障がいのある方への介助技
術を習得するだけでなく、「お客さまの立場
に立ってみる」ことや「おもてなしのこころ」
を身につけてもらうことが一番大切だと感じ
ています。

日本航空
空港運営企画部
空港教育・
サポートセンター　
寺口しおり

お客さまの立場に立った、
おもてなしのこころ

すべてのお客さまのために

※1 サービス介助士資格:NPO法人日本ケアフィットサービス協会により展開
されている民間の個人資格

ユニバーサルデザイン視点に基づく
空港リニューアル

成田空港「サポートカウンター」の新設

2007年12月、成田空港のチェックインエリア中
央部に、お手伝いを必要とされるお客さまのため
の「サポートカウンター」を新設しました。お客
さまの空港到着からチェックイン、出国審査とい
う出発動線にも配慮し、チェックインエリアの中
央部に位置しています。従来のカウンターより
低く設計され、椅子、手すり、杖置きも配備。各
所にユニバーサルデザインの視点を取り入れて
います。 
またサポートカウンターを含めたすべてのチェッ
クインカウンター上に設置された大型モニター
や、絵文字（ピクトグラム）・色・文字の大きさ
を工夫して視認性を高めた表示板などにより、よ
り的確でわかりやすい案内が可能となりました。
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お客さまの声と改善事例
2007年度、カスタマーサポートセンターに
は、お電話（ご意見ダイヤル）、Eメール、機
内に搭載しているコメントカード、お手紙な
どをとおして、3万9,157件の「お客さまの声」
が寄せられました。

「お客さまの声」の内訳は、「ご意見」（27%）、
「お叱り」（23%）、「お褒め」（19%）で、件数
は対前年度比121%でした。

「お客さまの声」を受けて改善した件数
カスタマーサポートセンターでは、2007年度
よりサービス改善グループを新たに設置し、
お客さまの声による商品・サービスの改善
サイクルの迅速化を行っています。

「お客さまの声」を受けて改善した事例

チャイルドシート貸し出しサービスの対象
を拡大しました。
お客さまの声
幼児同伴での旅行の際に、機内で使用する
チャイルドシートを貸し出してほしい。
改善内容
従来は大人1名に対し幼児2名を同伴されて
いるお客さまにのみご提供していた機内で
の「チャイルドシート貸し出しサービス」を、
座席を占有するすべての幼児同伴のお客さ
まに、サービス対象を拡大しました。

成田－デリー線の機内食メニューを月がわ
りに変更しました。
お客さまの声
毎月のようにインドに出張しており、機内食のメ
ニューが同じだと飽きるので工夫してほしい。
改善内容
インドまで頻繁にご旅行されるお客さまに
も常に機内食をお楽しみいただけるよう、成
田発およびデリー発便の機内食メニューを、
これまでの3カ月ごとの入れかえから月がわ
りに変更しました。

定時性向上に向けて
2007年度の日本航空の定時出発率、すなわ
ち定刻から15分以内の遅れで出発した便数
の割合は国内線で95.4%（2006年度93.1%）、
国際線で88.8%（2006年度87.1%）でした。
私たちJALグループは、安全性を最優先に
この数値をさらに向上させる努力を続けて
いきます。

プライオリティ・ゲストへのサポート
JALグループでは、お体の不自由なお客さ
ま、病気やけがをなさっているお客さまを、
ほかのお客さまより優先してお迎えすると
いう意味から「プライオリティ・ゲスト」
とお呼びし、1994年、他社に先駆けて専門
の窓口「JALプライオリティ・ゲストセン
ター」を開設し、現在に至っています。
JALグループは、お客さまはもちろん、ご
家族や医療関係の皆さまとこころをひとつ
にして、安心して目的地に到着できるよう
最善を尽します。

医療搬送への取り組み
航空機による旅行者の増加とともに、ご搭
乗の際にストレッチャー（簡易ベッド）や
酸素ボンベなどをご利用されるお客さま
も年々増加しています。さらに、近年では
臓器移植を必要とする病気のお客さまから
の海外渡航に関するご相談も増える傾向に
あります。特に臓器移植のなかでも心臓移
植を必要とされるお客さまの場合は、機内
電源が提供可能な航空機材の用意、医療機
器やストレッチャー装着のための諸準備な
ど、予約・整備・空港・運航・客室などの
各部門が連携し、出発に向けて綿密な準備
を進め、取り組んでいます（2007年度実績
は12件）。

お
客
さ
ま
へ
の
取
り
組
み

お客さまの声をかたちに

highlight 03 DATA

安心をかたちに

case 01

case 02

「改善事例」に関するホームページ
www.jal.com/ja/corporate/voice/

● 定時出発率の推移（遅延15分以内）
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「JALプライオリティ・ゲストセンター」問い合わせ先
7 0120-747-707　FAX：7 0120-747-606
「JALプライオリティ・ゲストサポート」ホームページ
www.jal.co.jp/jalpri

● 改善件数
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highlight 04
5万人の社員がつくる「あしたのJAL」

企業の底力は、そこに働く人間たちが握っています。
2007年度は、JALグループの底力を示さねばならないときでした。
社員みずからが立ち上がった企業風土改革の動きから、
「あしたのJAL」が生まれようとしています。

「社員みずからが企業風土改革を推進しています」

コミュニケーションリーダー座談会

※1  コミュニケーションリーダーミーティング（CLM）：運航、整備、客室、空港、
貨物、販売（予約・発券・セールス）の各職場社員が部門を超えたコミュ
ニケーションを図ることで、社員みずから企業風土改革を推進する取り組
み。2006年2月発足、2008年4月末現在メンバーは100名

　社員の顔が見えない会社…JALを評して、
こんな言葉がささやかれたことがあります。
2005 年末の社外有識者による JAL 安全ア
ドバイザリーグループの提言にも「組織間
の見えない壁の撤廃」、「部門を超えた相互
交流と社員の主動的な行動が重要」との指
摘がありました。これらの声を受けた社員
の有志が立ち上がり、企業風土改革を推進
すべく「コミュニケーションリーダーミー
ティング（CLM）※ 1」が発足しました。

佐藤　発足当時、全グループから 50 名の
コミュニケーションリーダー（CL）が選
ばれたのですが、企業風土改革といわれて
も、そんな大それたことができる自信はな
く、ほとんどの人が何をすれば良いかわか
らない状態でしたね。
宮崎　第 1 回会議で、ある運航乗務員の
リーダーが「JALを変えていくんだ !」と
力強く発言され、あまりの熱さに正直引き
ました（笑）。会議然として座っていては
ダメ、みんな職場で抱えている気持ちや
本音を吐き出さないと始まらないというの
で、合宿に行ったんですよね。
佐藤　そうでした。合宿でもわかったけど、
部門間の交流が乏しかったのはみんなが感
じていたこと。良くいえばそれぞれプロ意
識が高いのでしょうが、持ち場、持ち場で

力を発揮することだけに社員の意識が向い
ていたのは確かです。
植原　職場教育もきちんとしているし、そ
れぞれのプロをつくっている、それはあり
がたいことだし、どこの会社でもできるこ
とじゃない、でも横のつながりの問題があっ
たのですね。だから CLMの最初の活動は、
まず、他部門の仕事を知りましょう、部門
間で会話をする機会をつくりましょうとい
うこと。
関　僕はCLになる前は、正直いって仕事
で壁にぶちあたっていたんです。ところが
CLの先輩が自分たちの働く姿勢や企業風土
を改革しようと熱くなっている話を聞いて、
僕自身が変わらなきゃと CLに立候補しま
した。
一同　え～ !? 熱い !!

「JALを変えていく！」取り組みを始動
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宮崎　私は最初、さまざまな職場の人との
接点をつくることから始めようと、成田地
区で働くJALグループ各社の方を対象と
した交流会を企画し、50～60名で開催しま
した。でも、普段から自分の会社以外での
社員同士の交流が少なかったうえに、業務
外で人を集めるのは正直難しく、呼びかけ
にはかなり苦労をしました。
篠田　当時は社内ではまだCLMって何?っ
て感じでしたよ。リーダーの僕自身、最初は
CLMってクレームの略だと思っていました。
一同　（笑）
磯部　客室部門の基地は日本国内に4つあ
り、そこに7,000名を超える乗務員がいるの
です。デスクワークではないので、フライ
トで同僚や先輩に顔をあわせるだけで、同

じグループでも全員が顔をあわせることは
なかなかありません。CLになったときも、
客室乗務員では職場のコミュニケーション
向上なんて難しいのではないかと不安にな
りました。
佐藤　私はまず、職場に他部門のCL約60
名を受け入れる大規模な職場見学会を行い
ました。部門間の職場理解を深める目的
で行ったのですが、見学者全員に制服を着
てもらうようお願いしました。通常、私た

ちの職場にさまざまな職種の制服を着たス
タッフが一度に大勢訪れることはありません
から、当日はすごいインパクトで…。それを
きっかけにCLMの存在を職場に知ってもら
えました。
田島　2007年には安全啓発センターの見学
を実施したり、全国33地区で職場見学や意
見交換を行って、徐々にCLの活動を全社に
広げ、活動の手応えを感じてきましたね。
服部　でも、ほんとうの企業風土改革を目
指したら、もっと活動をステップアップし
ていかねばという声が上がった。それが「あ
したのJAL※2」につながったんです。

服部　日に日に増える応募用紙を読み始め
たときには、えらいものが集まってしまった、
これは1通たりとも無駄にはできない…と
責任の重さをひしひしと感じました。

磯部　私も膨大な紙の
数に圧倒されました。
特に若い世代の声が多
く、皆さんがこれだけ考
えてくれる会社ってす
ごいなと思った…。
植原　そうですね。一
人ひとりがちゃんと書
いてくれていました。
ネガティブなコメント
も、その実は良い方向
に変わりたいという、
ほんとうの気持ちが読
み取れました。

宮崎　会社がトラブルで騒がれているとき
の悔しさも…。職場が違っても、みんな基
本的には同じ思いで受けとめているんだ
なって思いました。
関　若い後輩が素直な気持ちで書いてきた

「仲良くなりたい」というコメントには、そこ
に初心を見たようでハッとさせられました。
服部　社員がこれだけJALに対して愛情を
持って、考えているのだから、この会社は
確実に成長します。

社員がこれだけ考えているのだから、
JALは確実に成長します
日本航空
DC9 運航乗員部
服部 岳

寄せられた声を見て、
たいへんなものをあずかってしまったと
責任を感じました
日本航空
羽田客室乗員部　
磯部亜紀子

組織の壁は外にあるのではなく、
自分のなかにあったと気づきました
日本航空
羽田整備事業部　
田島 昇

CLMで学んだのは
人と人がつながることの大切さ
JALナビア札幌
（予約部門）

植原由美子

日本の人が海外でJALの飛行機を見たときに、
ホッとしてもらえるようなJALになりたい
JALスカイサービス
（空港部門）
宮崎景子

おひさまのように輝きとエネルギーあふれる
JAL、そんなJALになりたい
JALナビア
JALプラザ事業部
（発券部門）
佐藤友香梨

社員が本気にならなければ
会社は変わらない
日本航空
東京支店 国内販売部

篠田大我

僕自身が変わらなきゃと思って、
CLに立候補しました
JALカーゴサービス
（貨物郵便部門）　
関 健吾

「まずやろう、JAL。」
戸惑いながらも活動開始
発足から約半年、職場見学、
社外活動への参加など、
部門内や部門間交流を目的とした
手探りの活動があちこちで始まりました

※2  あしたのJAL：2007年10月からの2カ月間、「あなたが考える…あしたの
JAL」をテーマにグループ社員の声を募った。その結果11,596通の声が
集まり、CL全員でそのとりまとめを行い、社員による企業改革のゴールイ
メージの共有を果たした

5万人の推進力で、
きっとJALを変えていける
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植原　CLMの活動を通じて一番感じたこ
とは、つながりの大切さ、直接接すること
の大切さ。私たちの予約センターは空港ス
タッフとの接触がもともと少ないので、そ
ういうところをつなげていけば、自ずと職
場の問題に気づき、自分たちの仕事をもっ
と向上させる糸口が見えてくることがわか
りました。
篠田　東京支店ではあいさつ運動を始めま
した。セールスの現場はまさに棒グラフに
象徴される世界。各自で目標を抱えて成果
を出すのが使命で、チームワークというよ
りは個人プレーになりがちです。他部門の
方とは必要がなければ互いに目もあわせな
いし、あいさつもしない状態でした。そこ
で、毎週木曜に社員がローテーションで支
店の入り口に立って、あいさつを始めまし
た。3カ月ほど行ったら、だいぶ雰囲気が
変わり、知らなかった顔も互いに覚えて、
あいさつがあたりまえになってきました。
佐藤　私が2007年度に活動したなかで一番
成功したのが他職場体験です。普段お客さ
まに接することのない整備職の男性12名に
研修生バッジをつけて、カウンターで接客
してもらいました。とてもひきつった笑顔
なのですけど、ほんとうに一生懸命お客さ
まに接している彼らを見て、感動しました。
田島　そのひきつった笑顔は私です（笑）。
最初は、素人の私たちがカウンターに立っ
て良いのかとすごく心配でした。でも、ほ
んとうに貴重な体験になりました。　

服部　役員会議って普段出席する機会がな
いので、すごくアウェーな雰囲気だろうと覚
悟していたら、非常ににこやかに迎えてもら
えて…。西松さんがうなずきながらプレゼン
テーションを聞いてくれて、「君たちの気持
ちは、必ず経営計画に反映していきますから、
心配しないように」といってくださった。あ
のときはちょっと目がしらが熱くなりました。
田島　CLMで得たものは大きいですね。
私はかつて、組織の壁、人との壁を感じて、
JALが嫌いだった時期がありました。でも、
この1～2年で、その壁は外にあるのではな
く、自分のなかにあったと感じるようにな
りました。自分のなかの壁で外が見えなく
なっていたんだと。いまはその壁が低く
なって、周りが見えてきました。
磯部　私たち客室乗務員は、ほかの職種と
勤務形態が違うので、ほかの職場の方との
一体感を得るのが難しいのです。でも私
はいま、CLMを通じてほかの職場ともつな
がっているという意識ができています。そ
れを客室の仲間に伝えていければ、企業風
土は少しずつでも変えられると思います。
佐藤　そうですね。最近は、会社のニュー

企業改革に向けて、
「あしたのJAL」が経営戦略に
CLMの取り組みは経営陣にも
定期的にプレゼンテーションされています。
特に「あしたのJAL」の結果は、
2008ー2010年度中期計画にも
反映されました

「社員と社員が支えあえれば、
自ずとお客さまを支えられる」
「お客さまに安心という
最高のおもてなしを提供したい」
寄せられた11,596通の声から、
働く人の誇りと自信から生まれる
JALの未来像
「ひらけ、JAL。」がまとまりました。
CLMのメンバーは
これを真摯に受けとめ、
それを職場にフィードバックしていく
具体的な活動を開始しました

スにふれると、CLのみんなの顔がすぐに浮
かんできて、うれしかったり、心配したり、
すべて自分のことのように感じますね。
篠田　会社が窮地から抜け出すには、やっ
ぱり社員が本気にならなければならない。
でも、これまで僕は個人プレー、つまりラ
イトならライトをしっかり守れば、会社の
ためになると信じていました。だけど、そ
れではたとえ業績が上がっても、会社の力
がつかないことに気づきました。野球同
様、個人がいくら打率を上げてもチームが
勝てないことがあるのです。僕らはJAL
チームです。チームプレーをやらないと勝
てません。
関　僕たちがお客さまからおあずかりする
貨物一つひとつの運送にこだわるように、
みんなが仕事にこだわっているんですね。
そして、みんなの連携こそがJAL CARGO、
JALの品質を支えていると信じています。
服部　私たちの仕事は駅伝に似ています。
まず、植原さんが予約を受け、あるいは篠
田さんがお客さまを獲得し、佐藤さんが発
券して、空港には宮崎さんが待っていて、
田島さんが整備した航空機があり、関さん
が貨物を積み、磯部さんは客室で笑顔でお
客さまをお迎えします。みんなが「安全・
お客さま」というタスキをつないで、僕ら
が飛ぶわけです。駅伝で一位になるには、
このタスキの受け渡しが重要なのです。そ
のためにCLMがあるわけですね。
一同　「あしたのJAL」をつくっていきます!

highlight 04

1万通を超える社員の声を「あしたの JAL」
へのパスポートとしてまとめました。「ひらけ、
JAL。」には、私たちが思い描く理想の姿が
熱く語られています
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「ワーク・ライフ・バランス」とは、余暇
の充実・自己啓発・健康的な生活などを促
進することにより、社員一人ひとりの人生
を充実させると同時に、企業の人財力、組
織力などを向上させることを目指すもので
す。JALグループでは、会社と社員がお互
いに協力しながらこうした考え方を浸透さ
せ、社員がみずから積極的に能力を伸ばす
ことのできる環境の整備や、制度の充実を
図っています。

ワーク・ライフ・バランスキャンペーン
（普通勤務部門および普通勤務に準ずる部門）
「日常業務の効率化」、「適正な労働時間管理
の定着」、「年休取得の促進」をキーワードに、
社員が自発的にワーク・ライフ・バランス
の意識を高め、実現を目指す試みです。

勤務時間選択制度
（地上職普通勤務部門対象）
余暇時間などをつくり出し、多様なライフスタイ
ルを可能にするため、個人が基本となる就業パ
ターン（8 :45 -17:09）のほか5種類（8 :00 -16 :24、
8 :15 -16 : 3 9、8 : 3 0 -16 : 5 4、9 : 3 0 -17 : 5 4、
10 :00 -18 :24）のなかから勤務時間帯を選べる
制度です。

定時退社日設定（本社JALビルなど）
毎週、部門持ちまわりで、定時退社を促す
アナウンスを実施。社員の定時退社後のす
ごし方などを紹介しています。

育児休職制度
次世代育成を視野に入れ、社員を積極的に
支援する制度。日本航空インターナショナ
ルでは、育児休職期間を最長で「子が満3歳
に達する月の末日まで」としており（法で
は満1歳に達するまで、一定の要件を満たせ
ばさらに6カ月）、制度利用者の6割近くの社
員が最長期間を選択しています。
また2007年度に育児休職を終了した社員の
約7割が職場復帰しており、社員の定着を図
るしくみとして有効に機能しています。

そのほかの制度
法定93日以内に対し、1年6カ月利用可能な
介護休職制度（80名取得）、産前休職制度

（300名取得）、客室乗務員産前地上勤務制度
（119名取得）、男子の育児休暇制度（4名取
得）など、仕事と個人生活の両立を支援する
制度があり、多くの社員が活用しています。

客室乗務員再雇用制度
（再雇用型契約制客室乗務員制度）
JALグループでは、客室乗務員経験者を対
象に、パートタイムで客室乗務員として働
く制度を導入。客室乗務員としての経験
をいかしながら、ライフスタイルにあわせ
て、家庭、育児、趣味などと両立して働きた
い方にあった制度です。希望者にあらかじ
め登録を募り、経験者採用を開始する際に、
その情報を登録者にタイムリーに伝えるシ
ステムである「客室乗務員経験者登録バン
ク」を開設しています。

客室乗務員部分就労制度
客室乗務員がみずからの意思で選択できる就
労制度。勤務日数はフルタイムで働く場合の半
分の1カ月10日で、一定条件のもと応募可能です。

仕事と個人生活の調和と発展
社
員
と
と
も
に

ワーク・ライフ・バランスの取り組み

ライフスタイルにあった働き方

highlight 04 DATA

両立支援制度

初めて育児休職を利用したときは、ひとり目の子

どもが1歳半のときに復職しました。息子はよく

風邪を引いたり、会社に行こうとする私にすがっ

て泣いたりして、仕事と育児の両立のたいへんさ

を身を持って経験しましたが、その反面、いままで

以上に職場の仲間の優しさやさまざなな両立支

援制度のありがたさも、実感できました。今回ふ

たり目を授かり育児休職に入りましたが、もちろ

ん復帰する予定です。復帰した際には自分がそ

れまで経験したことを無駄にせず、仕事のスキル

にさらに磨きをかけていきたいと思っています。

経験をいかし
自分のスキルアップを
目指したい
日本航空
羽田客室乗員部
（広報部 /産前地上勤務）

中川千津子

（　　）内は2007年度制度取得者数※

育児休職取得者数（年度末時点人数）
● 2005年度 782名
● 2006年度 823名
● 2007年度 821名

日本航空インターナショナルは、ワー
ク・ライフ・バランスの取り組みが評
価され、2008年6月、次世代育成支援
対策推進法に基づく認定を受けました。
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私たちは、性別、年齢、国籍、人種、民族、宗
教、社会的身分、障がいの有無などで差別
しないことを、「JALグループ行動規範」
のひとつとして定めています。差別をなく
すためには、人権に対するきちんとした認
識を持つことが不可欠で、さまざまな社内
研修の場で「人権啓発」の時間を設けるな
ど、多くの社員に人権を尊重する意識の浸
透を図っています。
また、私たちは障がいを持つ社員が、いき
いきと働ける社内環境の整備に努めていま
す。JALグループでは、障がいを持つ方の
雇用促進と働きやすい環境実現のために、
1995年にJALサンライトを設立し、「障害

者の雇用の促進等に関する法律」に基づく
特例子会社の認定を受け、総務サービス業
務を中心に、障がいを持つ社員の活躍する
場を提供しています。また、現在羽田空港
内で知的障がいを持つ社員による制服管理
業務を実施しており、今後さらに業務を拡
大していきます。現在のJALの障がい者雇
用率は1.79%※1で、今年度中には法定雇用
率1.8%を達成する見込みであり、今後さら
なる雇用促進に取り組んでいきます。

highlight 04 DATA

「JALグループ行動規範」ホームページ
www.jal.com/ja/corporate/action.html

JALグループは、航空輸送事業をはじめと
して、多様な職種の仲間が力をあわせるこ
とで成りたっています。事業を健全に発展
させていくためには、社員同士および会社
と社員の間の良好なコミュニケーションが
不可欠であり、そのなかで会社を成長させ
る大きなエネルギーを生み出していきたい
と考えています。例えば、コミュニケーショ
ンリーダーミーティング（26ページ参照）

により、グループ内の縦横のコミュニケー
ションをより活発化させることで、安全・
サービスのさらなる向上につなげるべく、
取り組みを強化しています。
また、JALグループでは、各社内の各組合
などとのさまざまな話しあいを通じ、協力
して企業の社会的使命を果たせるように努
めています。

航空業界は女性の進出率も高く、男女それぞれ

の特性をいかして活躍できる場です。私はロン

ドン地区で市内支店、欧州地区支配人室と32年

間勤務し、現職に就きました。当初責任の重大

さに戸惑いましたが、しっかりと役割を果たして

いかなければと思っています。

営業はお客さまとの接点の場。JALを選んでい

ただけるよう商品・サービスの紹介はもとより、

お客さまと会社とのパイプ役として、さまざまな

声をタイムリーに関連部署に伝え、ひとりでも多

くの方にJALファンになっていただけるよう努

めていきたいです。

お客さまとJALの
パイプ役として
JALファンを増やしたい
日本航空
ロンドン支店
ロンドン営業所長

Athron Machiko

人権啓発への誓い

グループ内コミュニケーション

日本航空、日本航空インターナショナル、JALサンライ
トの合算、雇用率は2008年4月1日現在

※1

● JALグループ社員の男女比率

51％49％
49,200人 男性

（25,203人）
女性
（23,997人）

● JALグループ管理職一般職比率

83％
17％

49,200人
一般職
（40,854人）

管理職
（8,346人）

89％

11％

8,346人

管理職に占める
女性の割合

女性（954人）

男性（7,392人）

● 海外事業所における日本雇用・
　 海外雇用社員比率

12％

88％

6,577人

日本雇用
（800人）

海外雇用
（5,777人）

● 海外事業所における管理職一般職比率

13％

87％
6,577人

管理職
（870人）

一般職
（5,707人）

65％
35％ 870人

管理職に占める
海外雇用社員割合

日本雇用
（308人）

海外雇用
（562人）

2008年3月31日現在



appendix
JALグループは『CSR報告書』（CSR=Corporate Social 

Responsibility：企業の社会的責任）を通じて、私たちの安全や

環境問題に対する姿勢、サービス向上へ向けた考え方、社員に対す

る取り組みなどをできるだけわかりやすく報告しています。

『CSR報告書2008』は、「安全」、「環境」、「お客さま」、「人財」

の、それぞれのテーマごとにハイライトしたい内容をストーリー

仕立てでまとめたhighlight（ハイライト）ページと、それに付

随する報告内容をまとめたDATA（データ）ページにより構成し

ました。

誌面のスペース上、十分に掲載しきれていない部分もありますが、

詳細情報や関連情報はJALホームページに掲載しています。

JALホームページ（ご予約・サービス案内）
www.jal.co.jp

JALホームページ（企業情報）
www.jal.com/ja/corporate/

JALのCSR
www.jal.com/ja/csr/

安全への取り組み
www.jal.com/ja/safety/

環境への取り組み
www.jal.com/ja/environment/

お客さまへの取り組み
JALグループ「サービス宣言」
www.jal.com/ja/corporate/service

お客さまの声をかたちにしました
www.jal.com/ja/corporate/voice

JALプライオリティ・ゲストサポート
www.jal.co.jp/jalpri/

株主・投資家の皆さまとともに
www.jal.com/ja/ir

社員とともに
www.jal.com/ja/corporate/human

社会活動
www.jal.com/ja/society
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JALグループは、交流の時代である21世紀の
旅行・観光・輸送を支える基幹産業の一員と
して、日本と世界の空にネットワークを広げ、
お客さま、文化、そしてこころを結び、日本と
世界の平和と繁栄に貢献しています。私たち
は、国際・国内旅客事業、貨物郵便事業、旅行
企画販売事業などの分野で社会における役割
を担い、総合力ある航空輸送グループとして企
業価値の最大化に努めています。 

国際旅客事業 
国際線は、日本発最大のネットワーク、233路
線・週約4,000便を日本を含む33カ国156都
市に運航し（2008年4月現在、コードシェア
を含む）、2007年度は約1,400万人のお客さ
まにご利用いただきました。
ビジネス需要の旺盛なニューヨーク・パリ路
線を増便し、成長著しい中国・ロシア・インド・
ベトナム路線をさらに拡充、さらなるお客さま
の利便性向上に努めています。

国内旅客事業 
国内線は、国内最大のネットワーク、60空港か
ら1日約960便を運航し（2008年4月現在）、
2007年度は約4,200万人のお客さまにご利
用いただきました。
2007年12月には国内線で初となる「JAL
ファーストクラス」を羽田－伊丹線で開始。「特
別にしつらえた満ち足りた時

と

間
き

」をコンセプ
トに、国内線にかつてない最上級のおもてなし
をご提供しており、2008年4月からは羽田－
福岡線、6月からは羽田－札幌（新千歳）線にも
拡大しました。 

株式会社日本航空ほか子会社225社および関
連会社82社（おもなグループ会社8社は下記
のとおり）

株式会社日本航空インターナショナル
日本トランスオーシャン航空株式会社
株式会社ジャルウェイズ
株式会社ジャルエクスプレス
日本エアコミューター株式会社
株式会社ジャルパック
株式会社ジャルツアーズ
株式会社JALホテルズ 

JALグループは、総合力ある航空輸送グループ
として、お客さま、文化、そしてこころを結び、
日本と世界の平和と繁栄に貢献します。

1.　安全・品質を徹底して追求します
2.　お客さまの視点から発想し、行動します
3.　企業価値の最大化を図ります
4.　企業市民の責務を果たします
5.　努力と挑戦を大切にします

JALグループのCSR（Corporate Social 
Responsibility＝企業の社会的責任）は、上記
企業理念を実現させることにほかなりません。
JALグループは、経済、社会、環境すべての面
で、お客さま、株主・投資家、お取引先、社員、
社会との関係を重視した活動を推進し、すべて
のステークホルダーからの信頼と期待にこた
えていきます。

社名（商号）
株式会社日本航空

創業
2002年10月2日 

事業内容
航空輸送事業およびこれに関連する事業等を
営む会社の持株会社として、これらの事業会社
の経営管理ならびにこれに附帯または関連す
る業務

代表者
代表取締役社長 西松 遙 

本社所在地
東京都品川区東品川二丁目4番11号 

資本金
2,510億円

発行済株式の総数
普通株式：2,732,383,250株
A種株式：614,000,000株

株主数
普通株式：424,698人
A種株式：15人

事業業績
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訪問などテーマを設定した旅行企画や、自由な
旅行を志向する方をおもな対象とした「ダイ
ナミックパッケージ」で代表される個人型旅
行商品の充実など、お客さま満足度の向上に努
めています。 

ホテル・リゾート事業
株式会社JALホテルズが、「ニッコー・ホテル
ズ・インターナショナル（NHI）」と「ホテル
JALシティ（HJC）」のふたつのブランドで
ホテルを運営しており、系列ホテルの総数は、
国内42（NHI：29、HJC：13）、海外17（す
べてNHI）の合計59、総客室数は18,829室
（2008年5月現在）です。今後は、2009年に
中国に「ホテル・ニッコー上海」と「ホテル・ニッ
コー無錫」、中東に「ホテルJALタワー・ドバイ」
と「ホテルJALバーレーン・リゾート&スパ」
が、いずれもNHIブランドで開業予定です。

貨物郵便事業
2007年度に中型機であるB767-300型貨物
専用機を計3機導入し、青島、天津や日本発着
の直行貨物便として、初めてジャカルタ、ホー
チミンに新規就航し、お客さまの利便性向上を
図りました。23都市に週74便（2008年4月
現在、片道ベース、コードシェアを含む）を大
型および中型貨物専用機で併用運航し、旅客便
のネットワークも活用できる本邦唯一の航空
会社として、柔軟な貨物輸送サービスの提供に
努めています。

旅行企画販売事業  
旅行企画販売事業分野では、海外旅行を株式会
社ジャルパック、国内旅行を株式会社ジャルツ
アーズがそれぞれ募集型企画旅行商品を中心
にご提供。国際線、国内線ともに日本最大の
ネットワークを十分にいかし、昨今一段と多様
化が進む顧客ニーズに対応すべく、世界遺産の

空港周辺事業    
株式会社JALエービーシーが空港宅配事業の
パイオニアとしてお客さまの利便性の向上に
努めているほか、各種車両・航空機用作業器材
の整備、消防設備の設計・施工・保守管理など、
JALグループは幅広い分野で空港関連事業を
担っています。
 
カード・リース事業  
株式会社ジャルカ－ドが、JALマイレージバン
クカードにクレジット機能を付加したカード
を発行、既に会員数も200万名を超えています
（2008年4月現在）。JR東日本との提携による
「JALカードSuica」の発行やご家族の方がそ
れぞれためたマイルを特典交換の際にあわせて
利用できる「JALカード家族プログラム」の導
入など、高品質サービスを提供し、多様なニー
ズに応えられるよう事業展開しています。 

文化教育人材事業
教育事業では、長年にわたって培われたJALグ
ループの経験と実績をベースに、ジャルアカデ
ミー株式会社が接遇マナーおよび英語をはじめ
とするグローバルビジネス・コミュニケーショ
ンの体得を目的とした人材育成を実施。また株
式会社JALビジネスは、幅広い分野への人材派
遣・人材紹介、ならびにデジタルファイリング
などの情報関連サービスを行っています。 
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JALグループは、私たちの事業の基盤そのもの
である安全を確保し、公正な競争を通じてより
良い商品を提供し、適正な利益を得るという経
済的責任を果たします。また、広く社会の一員
としてその責務を果たし貢献する企業グルー
プを目指しています。このことをふまえ、会社
法などの規程に従い「内部統制システムの基本
方針」を定め、業務の有効性と効率性、財務報
告の信頼性を確保し、関連法規を遵守します。
また、金融商品取引法に定められた財務報告
にかかわる内部統制の評価制度の整備のため、
2006年10月にプロジェクトチームを設置し
て適切に対応しています。さらに、2008年4
月、会社法や金融商品取引法などに基づいて内
部統制が有効に機能していることを継続的に
評価する組織として、新たに社長直属の監査部
を設置しました。

appendix

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス

Corporate Governance

「安全」と「お客さま視点」を徹底して推進す
るため、社長直下に安全推進本部とCS推進本
部を設置しています。また、グループ総合力の
発揮に向け、現業部門からの視点を重視した効
率的かつ競争力のある組織運営体制を構築す
るため、運航・整備・客室・空港・貨物郵便・
旅客営業の6本部体制としています。

CSR委員会
CSR委員会は、JALグループが一体となっ
て積極的にCSR活動を推進していくために、
2004年4月に設置。委員長は社長が、CSR委
員は各分野の担当役員が務めており、事務局は
経営企画室です。CSRに関する専任部門は設
けず、すべての部門がCSRの担当であるとい
う認識を浸透させていきます。

再生中期プラン推進委員会
再生中期プラン推進委員会は、グループ経営に
関するもっとも重要な戦略事項である「JALグ
ループ再生中期プラン」の推進について、方向
性を定め、具体化・実施・進捗管理を行います。

常勤役員会
2008年4月新設の常勤役員会は、取締役会
付議事項に関する事前審議、ほかの経営会議
体にかかわる事項以外の重要事項に関する
方向性の決定、および会社法に基づく内部統
制の推進を行います。

企業風土改革推進委員会
2008年4月新設。「安全」、「お客さま視点」
を徹底的に追求し、「みずから考え行動する
JAL」の実現に向けて、安全アドバイザリーグ
ループ提言に沿った取り組みをはじめとした
企業風土改革を推進する委員会です。

地球環境委員会
地球環境委員会は、環境に関する社会的要請と
期待に確実に応えていくため、2008年4月に
従来CSR委員会の下に位置づけていた地球環
境部会にかえて、社長を委員長とする会議体と
して設置し、体制強化を図りました。

● 「安全」と「お客さま視点」を推進する体制

「内部統制システムの基本方針およびその整備状況」ホームページ
www.jal.com/ja/governance/

● JALグループ内部統制システム

内部統制システム

内部統制システムの基本的な考え方

株主総会

取締役会

CS推進本部安全推進本部

監査役室

監査役会
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安全対策本部会

CS強化推進会議

企業風土改革推進委員会

アライアンス推進会議

地球環境委員会

コンプライアンス・リスク管理委員会

株主総会

取締役会監査役室

監査役会

社  長監査部

監査役監査 リスクマネジメント体制

常勤役員会

本社・支店・グループ会社

安全対策本部会 コンプライアンス・
リスク管理委員会

再生中期プラン
推進委員会

危機管理
対策委員会

航空安全
推進委員会

企業リスク
対策特別部会

情報セキュリティ
部会 戦略リスク部会

オペレーションリスク 企業リスク 戦略リスク

監査部
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常勤役員会がグループ全体のリスクを総括的
に管理します。
これまでは、航空事業を営む会社の特性をふま
え、リスクの内容を次のふたつに大別し、対応
してきました。

1航空運送の遂行にかかわるリスク=オペ
レーションリスク

21以外の企業運営にかかわるリスク=企業
リスク

2008年4月より、上記ふたつのリスクに、

3事業運営にあたり収支に重要な影響をおよ
ぼすリスク＝戦略リスク

を新たに加え、JALグループのリスクを3つに
整理し、それぞれに対して、次の各専門委員会
が事前予防に重点を置いた対策を実行してい
くこととしました。
・安全対策本部会（オペレーションリスク）
・コンプライアンス・リスク管理委員会（企業
  リスク）
・再生中期プラン推進委員会（戦略リスク）
「オペレーションリスク」と「企業リスク」
にかかわる情報収集および通報ルートは、
通常時・緊急時に分けて設定され、予防措
置への対応と事例発生時の速やかな通報体
制を確立しています。また、緊急事態が発
生した場合の役員の責任体制も別途定めら
れています。

体制・しくみの構築
お客さま情報や航空機の運航情報など、会社が
保有している情報の取り扱いについては、グ
ループ共通の基本方針・規程などを定めると
ともに、必要なセキュリティ対策を講じるため
に国際標準（ISO17799）に準じた「情報セキュ
リティ対策基準」を設けています。情報の漏
えい・改ざん、サービスの停止、コンピュータ
ウィルス感染などの事故が発生しないように、
システムを保護すべく継続的な対策を実施し
ます。
また、「情報セキュリティ対策基準」に適合し
ているかどうか、各部門が自己点検できるしく
みを構築し、その取り組み状況を情報セキュリ
ティ部会で確認しています。

社員の教育と啓発活動
グループの全社員に対してe-learning方式
による教育を実施するとともに、リスクマネ
ジメントの一環として情報流出防止につい
て啓発を促し、情報管理意識の醸成を図って
います。

認証取得に向けた取り組み
グループ会社を中心に「プライバシーマー
ク」や「情報セキュリティマネジメントシ
ステム（ISMS認証）」の取得に向けて取
り組んでおり、2008年5月現在、人材派遣
業のJALビジネスと、貨物・物流業のJAL
ロジスティクスの2社がプライバシーマー
クを、クレジットカード業のJALカードが
ISMS認証を取得しています。

監査役監査
6名の監査役（うち社外監査役4名）は取締役
会をはじめ社内の重要会議に出席するほか、毎
年、監査役室スタッフとともに各事業所およ
びグループ会社約70部門に出向いて監査を行
い、その結果を代表取締役に報告しています。
さらに内部監査部門や監査法人との情報交換
にも努めるほか、子会社の常勤監査役との会議
を年3回開催して情報を共有し、監査役監査の
充実・強化を図っています。

内部監査
内部統制が有効に機能していることを継続
的に評価することを目的として、業務の有効
性・効率性、財務報告の信頼性、法令の遵守、
資産の保全等の観点より内部監査を実施し
ています。

リスクマネジメント

リスクマネジメント体制

情報セキュリティと
個人情報保護への取り組み

監査

コンプライアンス

JALグループでは、コンプライアンスを内部統
制システムの重要な機能のひとつとみなして
いますが、同時にCSRの基本分野としても位
置づけています。また、コンプライアンスとは
「単に法令を守ることにとどまらず、社内規則、
社会常識、契約など決められたこと（あるいは
自分たちで決めたこと）を守ること」ととらえ、
これらを通じて社会からの要請に応え、企業価
値の向上を目指しています。

JALグループでは「総合力ある航空輸送グ
ループとして、お客さま、文化、そしてここ
ろを結び、日本と世界の平和と繁栄に貢献す
る」という企業理念を確実に実践していく
ことを期して「社会への約束」を定めてい
ます。JALグループは、全社員がみずから
の責務を果たすとともに、常に社会の視点に
立って行動し、社会との共生をこころがけて
いくことを約束します。

通報制度
公益通報者保護法の施行にあわせ、2006年4
月にグループ内の内部通報制度を整備。2006
年3月までは「コンプライアンスに関する相談
窓口」としてグループ社員の各種質問・相談に
応じてきましたが、その機能とともに、内部通
報窓口の機能もあわせ、新たに「グループ・ホッ
トライン」として位置づけることとしました。
また、社外の方々からの通報に対する対応につ
いても、2007年12月に規程化しました。いず
れの制度も、通報を受けた場合には通報者のプ
ライバシーに配慮しつつ迅速で適切な対応が図
れるよう、しくみを整えています。
このほか、人権・セクハラなどに関する相談、
法務相談に関する窓口も別途設け、グループ社
員からの質問・相談を受けられる体制をとっ
ています。

JALグループ行動規範「社会への約束」 

JALグループのCSR活動が評価され、
2008年3月現在、投資信託評価機関
モーニングスター社の「モーニング
スター社会的責任投資株価指数」の
構成銘柄と、FTSE社（英国）のSRI
インデックス「FTSE 4 Good Index」
に選定されています。

SRI インデックスからの評価

「JALグループ行動規範」ホームページ
www.jal.com/ja/corporate/action.html
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appendix

社会活動とコミュニケーション

Social Activities & Communication

2007年度のおもな活動

ユニセフ機内募金は、1991年にニューヨー
ク線から開始して以来、路線を限定して活動
を行っていました。2006年当時、私は客室
本部内で、お客さまからのご要望に関する調
整を担当していましたが、そのときにある企
業の方からいただいたコメントが、国際線全
路線展開へのきっかけとなっています。
多くのお客さまにこの取り組みを広く知って
いただけるよう、また、募金にご協力いただ
けるよう、機内で上映するビデオプログラム
や機内誌の内容を見直しました。また、コイ
ンの通関がスムーズに行えるよう、税関との
調整を図りました。世界の多くのお客さまに
ご利用いただいているエアラインとして、こ
の取り組みがより多くの世界の子どもたち
のために活用されることを願っています。

お客さまの声をいかして、
規模の拡大を図ることができました
日本航空
客室サービス企画部
企画業務グループ 　
松本知則

2007年4月～2008年3月の総募金額を2008年3月31日の為替レートで算出※1

JALグループでは、航空会社の特性である日本
全国、世界各地を結ぶネットワークをいかした
活動を展開しています。

若い世代の国際交流
● スペシャルオリンピックス上海大会への協力
日本選手団の大会参加支援を行うとともに、お
客さまへのマイル寄付を呼びかけ

子どもたちや若い世代の教育および社会福祉
● テーブル・フォー・ツー
社員食堂でサラダを食べると、20円（途上国
の子どもたちの給食費1食分相当額）が寄付さ
れるプログラムを実施
● 国連WFP協会作文コンクール
同協会が実施した小中学生作文コンクールに
協賛
● ブリッジ・エーシア・ジャパン：
　 CARE WAVEコンサートへの協力
ベトナムで活躍するアーティストの日本招聘
に協力

● JALヤング・グリーン・スコッド
　OB・OGによる航空教室
16年続くボランティアプログラム卒業生（約
700名）による地元小学生を対象にした航空教
室を開催

● 折り紙ヒコーキ活動
日本折り紙ヒコーキ協会の協力を得て、社員を
対象に指導員（約200名）を養成し、世界各地
で折り紙ヒコーキを通じた地域交流イベント
を開催

社員の提案をきっかけに、客室本部や広報部な
どの担当部門で実施方法を検討し、扱うものが
コインであることから慎重を期して、当初は成
田－ニューヨーク線のみ、3カ月限定でスター
ト。その後、この募金活動に対して社内外の関
心が広がってきたこと、お客さまと接する客室
乗務員などから募金の規模を拡大する声があ
がってきたことから、2000年からは通年で機
内募金を実施、対象路線も成田－パリ、成田－ロ
ンドンと徐々に広がりました。
2006年11月、機内募金活動は国際線全路線へ
拡大。お客さまにご協力いただける機会が増
加したことから、募金額はほぼ倍増、2007年
度の年間募金額は、約544万円※1に達していま
す。この募金は財団法人日本ユニセフ協会を
通じ、ユニセフが世界150以上の国と地域で実
施する子どもたちのための支援活動に活用さ
れています。

JALグループでは、航空会社の特性をいかして
ユニセフの活動を支援しています。

● 機内募金（Change For Good）の実施
● 外貨コインの輸送協力
● ユニセフロゴの機体塗装
● 国際線機内でのユニセフカード販売
● 成田・関西空港のラウンジにユニセフ募
　金箱を設置
● 街頭募金などのチャリティーイベントに
　社員がボランティアとして参加

外貨コインは日本国内で換金できないため、海
外旅行で使いきれなかったコインは、旅行者
の自宅などにしまわれてしまいます。日本航
空では、1991年から、外国コインの機内募金
（Change For Good）活動を実施しています。

機内募金はお客さまの協力で拡大

ユニセフへの協力

芸術・文化支援活動
● 美術展への協力
国内外で開催される美術展の作品輸送や学芸
員の渡航に協力
● 2007年5月 劇団道化北京公演への協力
「2007日中文化・スポーツ交流年」を記念し同劇
団中国公演に協賛、劇団スタッフに航空券を提供
● PMFコンサートへの支援
札幌市などが支援する「PMF（Pacific Music 
Festival）」のパートナーとして世界の若手音
楽家の育成プログラムに協力

災害復興支援
● 2007年7月新潟県中越沖地震
被災地で活動するボランティアリーダーの活
動をサポート（航空機用除雪車を使用して給
湯サービスを実施）

● 2007年11月バングラデシュサイクロン
復興支援者（NPOスタッフ）に対し航空券を提供ドイツ・デュッセルドルフで開催された折り紙ヒコーキ教室
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ステージのうえで、2名のパネラー社員と社長
との「本音トーク」が繰り広げられました。初
めてのこの取り組みには、本社ビルのみならず、
東京地区各職場からの社員170名が駆けつけて
聴衆として参加しましたが、会場からも質問を
投げかけるなど、活発な議論が行われました。
新しいスタイルでのコミュニケーションは社内
で好評で、今後も開催していく予定です。

社員と社員：サービスフロントミーティング
本社企画部門スタッフとサービスフロントス
タッフとが直接話しあいの場を持ち、社内文書
だけでは伝えきれない商品やサービスの企画
意図や背景を説明し、日ごろの疑問や意見・提
案に対してその場で直接回答する「サービス
フロントミーティング」をダイレクトコミュ
ニケーションの一環として毎年開催。2007年
度は全国で11回開催しました。

機関投資家・アナリスト向け決算説明会や、個
人投資家向け会社説明会などの開催をとおし
て、積極的な情報開示に努めています。
また、株主の皆さまにJALグループを身近に感
じていただき、事業内容への理解を深めていた
だけるよう、整備工場見学や「空のお話」講演
会といった株主特別企画を開催し、株主の皆さ
まとのコミュニケーション向上を図っています。

JALグループは、さまざまなかたちでステーク
ホルダーの皆さまとのコミュニケーションを
図っています。そこで行われた議論、ご提案さ
れた意見は、私たちのCSR推進にいかしてい
きます。

2007年2月から「社外女性コミュニティ」と
の提携を開始しました。女性顧客とJAL役員
との直接対話や、女性コミュニティ内サイトで
の相互コミュニケーションを通じて得られる
「女性視点」に基づく商品・サービスに関する
ご提案を、社内女性プロジェクトチームと連動
させ、商品・サービスのさらなる向上に役立て
ています。

社員と役員
「社員と役員のダイレクト・コミュニケーショ
ン」は、「現場と経営の距離感」を縮めるべく
2005年度以降積極的に実施しています。無
作為抽出の約1,400名によるアンケート調査
を行うなどPDCAサイクルを繰り返し、開催形
態を工夫しています。「開かれた社風」、「風通
しの良い組織」を目指して「対話」を重視し
た双方向コミュニケーションを図っています。
2007年度は、全社で450回以上実施しました。

社員と社長
コミュニケーションリーダーミーティング
（CLM、26ページ参照）による提案で、西松社長
と社員とのパネル・ディスカッションを行いま
した。2008年3月13日、本社JALビル1階ロ
ビースペースに設置したCLMによる手づくり

ステークホルダー・コミュニケーション

社外女性コミュニティとの連携

社内コミュニケーション

株主・投資家とのコミュニケーション（IR）

関西国際空港での「空のお話」講演会

環境コミュニケーション

近隣地域とのコミュニケーション

年末年始輸送安全総点検として羽田整備事業部の社員と語る
岸田専務

宮古空港「空の日イベント」日本トランスオーシャン航空（JTA）
による航空教室

JALグループは、定期的に羽田空港周辺の小学
生とご家族をお招きして、航空にかかわる環境
問題や私たちが取り組む環境活動を紹介して
います。また全国の企業、学校ほか各種団体か
らも、JALグループの環境活動について知り
たいとのご要望を多数受けており、その都度コ
ミュニケーションの場を設けています。その
ような機会はとても貴重であり、環境分野の専
門家をはじめ参加された方々からさまざまな
ご意見・ご提案もいただいており、JALグルー
プの活動にいかしています。

本社のある品川区の中学校へ社員を講師とし
て派遣する「東京寺子屋」では、企画段階から
協力することで地域コミュニティとの対話を
図っています。
また、各地の事業所周辺のお祭り・イベントな
どに参画することで、地域コミュニティとの対
話を図っています。9月20日の「空の日」に
あわせ、国土交通省の主催で毎年9月に全国の
空港でイベントが開催されていますが、JALグ
ループも航空会社として参加しており、2007
年度も全国各地の空港で「空の日イベント」
に参画しました。
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JALグループ『CSR 報告書2008』に対する第三者意見
当意見は、本報告書の記載内容、および同社の環境、運航、安全推進・衛生、調達（備品・機内食）、人事の各担当者へのヒアリングに基づいて執筆しています。
同社のCSRへの取り組みは、安全の確保や環境負荷の削減など、広範な項目についてPDCA（マネジメント・サイクル）を始めているといえます。

IIHOE:「地球上のすべての生命にとって、民主的で調和
的な発展のために」を目的に1994年に設立されたNPO。
おもな活動は市民団体・社会事業家のマネジメント支援
だが、大手企業のCSR支援も多く手がける。
http://blog.canpan.info/iihoe/

IIHOE
［人と組織と地球のための国際研究所］

高く評価すべき点

● 運航乗務員の自発的な取り組みとして「Fuel Efficiency Project」が発足したこと（18ページ）。今後は機種別・個人別など細分化して傾向や背景を
把握し、優れた取り組みを表彰するなど、さらに実効的な取り組みを促すことを、一昨年・昨年に続き期待します。

● シベリアやアラスカなどでの森林火災の通告や、空から見た地球の変化を小中学生に伝える「そらいく」など、運航・客室乗務員による自発的かつ独自の
環境啓発活動が継続していること。特に森林火災通告への協力はほかのエアラインに例がなく、非常に高く評価します。

● 環境負荷削減への取り組みとして、本社ビルでもフロアごとに月次の電力使用量の開示を始めたこと。今後は、その原因・背景や今後の取り組みもあわせ
て、PDCA全体を可視化することを強く期待します。

● 一昨年・昨年に続き、発生したトラブルについて紹介するとともに、LOSAの実施や安全情報分析を進めるためのインタビュアーの育成など、日常的な
ヒューマンエラーの種の可視化や分析・防止に取り組んでいること（12～14ページ）。今後はその取り組みによる改善事例も、積極的に開示してください。

● 育児休職・休暇制度（29ページ）について、これまでと同様に、取得者（特に男性の育児休暇取得者4名）も復職者も多いこと。制度は利用されることに
こそ意義があり、取得者の多さは「取りやすい」風土を促す意味で非常に高く評価します。さらに、客室乗務員の部分就労や再雇用など、多様な働き方を
支援する制度が充実していること。

取り組みの進捗を評価しつつ、さらなる努力を求めたい点

● 施設・備品・消耗品や機内食、ノベルティなどの調達に際して、安全性の確認を進めていること。今後は、調達先企業における環境負荷や労働安全衛生・
待遇など人権への対応も求めること。

● 防除雪氷液について、使用量の削減に取り組んでいること。今後は、さらなる削減や使用後の処理について、他社や空港会社との連携強化に期待します。

● 障がいを持つ人々の雇用の促進について、職種開発を積極的に呼びかけが進んだことによって改善したこと（30ページ）。ただし法定雇用率には達して
おらず、引き続き、先駆的に取り組む他社の事例を掘り下げて学び、職種の多様化をさらに進めてください。

● グローバルな人的多様性の積極的な活用について、10年後以降の市場と社内体制を想定して「どこでどんな業務をどれだけ行うために、どんな人材を
どれだけ育成・採用すべきか」というグループ全体の人的ポートフォリオの責任者を任命すること。

いっそうの努力を求めたい点

● 昨年に続いて、エネルギーや廃棄物など、環境負荷を削減するための努力について、利用者にさらに積極的に協力を呼びかけること。同社の環境負
荷削減の推進には利用者の協力が不可欠であり、CMでの荷物減量の呼びかけや会員へのカレンダー送付の選択制度などが始まったことは評価しま
すが、今後は機内誌・ビデオやウェブなどを通じて、「日本航空がエコロジカルであるために、荷物の減量やごみの分別などにご協力をお願いします」
と呼びかけるとともに、その成果も明示するよう求めます。

● 全般的な傾向として、「指数化・目標化が管理強化につながる」という意識が引き続き強い点について、是正すること。航空燃料消費の個人別管理や、
安全への取り組みの職場単位の年次目標や実績の可視化などについて、経営上の課題として実効性ある取り組みを進めるためにも、根拠を明示して
課題解決に挑む風土を構築するためにも、早急な是正に引き続き期待します。

代表者　

opinion
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2007年4月1日～2008年3月31日
※報告期間が異なる場合はその都度明記しています

● 報告範囲
JALグループ
※部分的に株式会社日本航空、もしくは株式会社日本航空
および株式会社日本航空インターナショナル（本文では
「日本航空」と表記）に限定している場合もあります

● 発行日
2008年6月25日
※前回2007年6月発行、次回2009年6月予定

株式会社日本航空 CSR委員会事務局（経営企画室）　
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国連グローバル・コンパクトへの参加
JALグループは、2004年12月より、国連が提唱する
「グローバル・コンパクト」に参加しています。
グローバル・コンパクトは1999年1月、コフィー・ア
ナン国連事務総長が提唱し、翌2000年7月正式に発足
しました。グローバル・コンパクトは世界各国の参加
企業に対して人権・労働・環境・腐敗防止の10原則を
実践することを求めています。
JALグループは、グローバル・コンパクトへの参加を
契機に、企業市民としての責任をさらに日常業務のな
かに徹底していきます。

グローバル・コンパクト10原則

1. 企業はその影響の及ぶ範囲内で国際的に宣言されている人権の擁護を
 支持し、尊重する。

2. 人権侵害に加担しない。

人権

3. 組合結成の自由と団体交渉の権利を実効あるものにする。

4. あらゆる形態の強制労働を排除する。

5. 児童労働を実効的に廃止する。

6. 雇用と職業に関する差別を撤廃する。

労働

7. 環境問題の予防的なアプローチを支持する。

8. 環境に関して一層の責任を担うためのイニシアチブをとる。

9. 環境にやさしい技術の開発と普及を促進する。

環境

10. 強要と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗を防止するために取り組む。

腐敗防止

JALグループは、お客さま、文化、そしてこころを結ぶ企業活動を通じ
て、グローバル・コンパクトの10原則を確実に実践し、日本と世界の平
和と繁栄に貢献します。 

代表取締役社長

CSR報告書 2008
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